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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （百万円） 152,077 153,174 154,219 141,322 126,850

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） 2,676 1,898 1,144 △1,069 2,938

親会社株主に帰属する当期

純利益又は親会社株主に帰

属する当期純損失（△）

（百万円） 1,098 449 70 △1,991 1,741

包括利益 （百万円） 1,121 449 △16 △1,794 1,939

純資産額 （百万円） 19,513 19,664 19,289 17,137 21,001

総資産額 （百万円） 66,180 64,720 62,420 70,304 61,114

１株当たり純資産額 （円） 1,085.85 1,093.96 1,072.64 951.79 999.73

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

（円） 62.83 25.14 3.92 △111.31 85.38

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 29.4 30.2 30.7 24.2 34.2

自己資本利益率 （％） 5.8 2.3 0.4 △11.0 9.2

株価収益率 （倍） 10.3 30.7 208.6 － 11.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 6,333 5,392 2,830 387 5,000

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △2,586 △1,511 △2,217 △2,249 883

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,804 △3,979 △1,360 11,851 △6,816

現金及び現金同等物の

期末残高
（百万円） 6,269 6,171 5,423 15,412 14,480

従業員数
(人)

2,207 2,405 2,470 2,442 2,213

[外、平均臨時雇用者数] [7,155] [7,368] [7,685] [7,751] [6,440]

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第80期、第81期、第82期及び第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第83期の経常利益の大幅な減少は、「平成28年熊本地震」の影響によるデジタルカメラ等の減産の影響

や、スマートフォン等の販売が低調であったこと、また天候不順等によるイメージング部門の売上減少に

よるものであります。また、親会社株主に帰属する当期純利益の大幅な減少は、事業構造改革の実施に伴

い固定資産の減損損失846百万円及び店舗閉鎖損失引当金繰入額216百万円等を計上したことによるもので

あります。

４．第83期の株価収益率については、親会社株主に帰属する当期純損失を計上しているため記載しておりませ

ん。

５．第84期の経常利益及び親会社株主に帰属する当期純利益の大幅な増加は、事業構造改革による販売費及び

一般管理費の削減が進んだことによるものであります。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

売上高 （百万円） 134,290 135,971 136,540 123,907 112,476

経常利益又は経常損失

（△）
（百万円） 2,111 1,442 1,066 △1,544 2,738

当期純利益又は当期純損失

（△）
（百万円） 972 403 254 △2,088 1,797

資本金 （百万円） 2,852 2,852 2,852 2,852 3,903

発行済株式総数 （千株） 17,918 17,918 17,918 17,918 20,918

純資産額 （百万円） 19,036 19,244 19,089 16,703 20,485

総資産額 （百万円） 60,172 59,140 56,717 63,881 57,097

１株当たり純資産額 （円） 1,063.81 1,075.43 1,066.82 933.46 980.45

１株当たり配当額

（円）

20.00 20.00 20.00 10.00 20.00

（内１株当たり

中間配当額）
(－) (－) (－) (－) (－)

１株当たり当期純利益又は

１株当たり当期純損失

（△）

（円） 55.64 22.53 14.24 △116.72 88.13

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 31.6 32.5 33.7 26.1 35.9

自己資本利益率 （％） 5.3 2.1 1.3 △11.7 9.7

株価収益率 （倍） 11.6 34.2 57.4 － 10.6

配当性向 （％） 35.9 88.8 140.5 － 22.7

従業員数
(人)

1,875 2,082 2,145 2,160 1,990

[外、平均臨時雇用者数] [6,079] [6,295] [6,619] [6,722] [5,428]

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第80期、第81期、第82期及び第84期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有

している潜在株式が存在しないため記載しておりません。第83期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益

については、１株当たり当期純損失であり、また潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第83期の経常利益の大幅な減少は、「平成28年熊本地震」の影響によるデジタルカメラ等の減産の影響

や、スマートフォン等の販売が低調であったこと、また天候不順等によるイメージング部門の売上減少に

よるものであります。また、当期純利益の大幅な減少は、事業構造改革の実施に伴い固定資産の減損損失

808百万円及び店舗閉鎖損失引当金繰入額216百万円等を計上したことによるものであります。

４．第83期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失を計上しているため記載しておりません。

５．第84期の経常利益及び当期純利益の大幅な増加は、事業構造改革による販売費及び一般管理費の削減が進

んだことによるものであります。
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２【沿革】

　当社は、昭和９年に高知県高知市において、北村政喜が「キタムラ写真機店」の名称において、写真機店を創業した

のに始まり、昭和18年５月に法人組織に改組（株式会社北村商会、資本金２万円社長北村政喜）し、今日に至っており

ます。会社設立後、現在までの沿革は次のとおりであります。

 

昭和45年４月 商号を株式会社キタムラに変更。

昭和60年３月 事業の効率化を目的に、ラボネットワーク事業部を㈱ラボネットワーク（現連結子会社）として分

社設立。

昭和61年５月 事業の拡大に伴い、高知市堺町から本町４丁目１番16号に本店を移転。

平成３年４月 自主責任経営による経営管理の強化を目的に、事業部制を導入。

平成５年９月 本社機能拡大に伴い、営業本部を横浜市港北区に移転し、新横浜本社とする。

平成10年２月 輸入商品の拡大を目的に㈱小田通商（現連結子会社㈱キタムラトレードサービス）を設立。

平成11年７月 デジタルカメラの拡大に伴い、「デジタルミニラボ」の導入を開始。

平成11年10月 事業の自主自立を目的に㈱メディアシティキタムラ(現㈱ビコムキタムラ）と㈱ビコムキタムラを設

立。

平成12年２月 「自主責任」と「敏速な経営」を目指しメディアシティ事業部を㈱メディアシティキタムラに、レ

ンタルＢＯＭ事業部を㈱ビコムキタムラにそれぞれ営業譲渡。

平成13年10月 日本証券業協会店頭市場登録。

平成14年10月 グループの管理水準向上及び管理費の削減を目的に、子会社㈱オフィス事務サービス（商号を㈱キ

タムラビジネスソリューションに変更）に管理部門を集約。

平成16年４月 ネットワークサービスの推進を目的に、㈱ピクチャリングオンラインを設立。

平成16年５月 事業の効率化を目的に、㈱メディアシティキタムラは㈱ビコムキタムラを吸収合併し、商号を㈱ビ

コムキタムラ（現連結子会社）に変更。

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。

平成17年６月 株式会社東京証券取引所市場第二部に株式を上場。

平成17年９月 デジタル機器及びデジタルプリント需要に応えるために、レントゲンフィルム・医療用機器等の販

売の㈱キタムラメディカルの全株式取得。

平成18年６月 人材の共有・規模の拡大・サービス創造・技術開発を目的に、首都圏に店舗網をもつ㈱カメラのき

むらの株式取得。

平成19年３月 人材の共有・規模の拡大・サービス創造・技術開発を目的に、ジャスフォート㈱の全株式取得。

平成19年７月 営業基盤の拡大とサービス業としての業態の発展を目指し、㈱ピーシーデポコーポレーションと合

弁会社㈱キタムラピーシーデポ（現連結子会社）を設立。

平成20年４月 事業の効率化を目的に、㈱メディアラボＮＥＸＴ（現連結子会社㈱ラボ生産）を㈱ラボネットワー

ク（現連結子会社）より会社分割により設立。

平成21年１月 競争力の強化、経営の更なる効率化を目的とし、当社を存続会社として、㈱カメラのきむら、ジャ

スフォート㈱及びスナップス販売㈱を吸収合併。

平成24年９月 企業ブランドの統合の推進及びネット販売と店舗販売の相乗効果を図るために、㈱ピクチャリング

オンラインを吸収合併。

平成28年４月 経営資源の集中と管理の合理化を図り、事業グループの成長戦略実現のための組織体へと変革する

ため、当社を存続会社として、㈱キタムラビジネスソリューションを吸収合併。

平成29年５月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱（現その他の関係会社）と資本・業務提携契約を締結。

平成29年６月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱を割当先とする第三者割当増資を実施。

平成29年10月 経営資源を効率的に活用し、事業展開を加速することを目的として、㈱キタムラメディカルの全株

式を富士フイルムメディカル㈱に譲渡。
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３【事業の内容】

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社５社により構成されており、店舗販売事業、レンタル事

業、服飾卸販売事業、写真卸販売事業とその他事業を営んでおります。

　当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。なお、当社は平成

29年10月31日付で医療用機器卸販売事業を展開する連結子会社である株式会社キタムラメディカルの全株式を譲渡した

ことに伴い、当社グループは医療用機器卸販売事業から撤退したため、第３四半期連結会計期間より株式会社キタムラ

メディカルを連結の範囲から除外しております。また、平成29年９月30日までの株式会社キタムラメディカルの損益計

算書及びキャッシュ・フロー計算書については連結対象としております。

 

(1）店舗販売事業

　カメラ等の販売、写真プリントサービス、証明写真や記念写真の撮影サービス等を店頭にて提供するほか、イン

ターネットによる通信販売を行っております。主に、当社が販売、サービス提供を行い、現像・プリント等の製造に

ついては連結子会社㈱ラボ生産に一部委託しております。

(2）レンタル事業

　㈱ＴＳＵＴＡＹＡのフランチャイジーとしてＤＶＤやＣＤのレンタルを中心に「ＴＳＵＴＡＹＡ」事業を行ってお

り、連結子会社㈱ビコムキタムラが実施しております。

(3）服飾卸販売事業

　服飾雑貨等の輸入卸販売を行っており、連結子会社㈱キタムラトレードサービスが実施しております。主な取扱い

商品は「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」があります。

(4）写真卸販売事業

　映像・写真関連商品の卸販売、プリント現像処理サービス及びデジタル加工処理サービスを行っており、連結子会

社㈱ラボネットワークが実施しております。

(5）その他事業

　㈱ピーシーデポコーポレーションのフランチャイジーとして「ＰＣ ＤＥＰＯＴ」事業等を行っております（連結

子会社㈱キタムラピーシーデポ）。

 

　企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。

　なお、その他の関係会社カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱はTSUTAYA、TSUTAYA DISCAS、Ｔカード等のプラッ

トフォームを通じてお客さまにライフスタイルを提案する企画会社であります。

 

EDINET提出書類

株式会社キタムラ(E03247)

有価証券報告書

 5/90



４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の
所有割合
（％）

関係内容

役員の兼
任（人）

資金援助 営業上の取引
設備の
賃貸借

(連結子会社)         

㈱ラボネットワーク

（注）３
高知県高知市 100

デジタル加工処

理・映像写真関連

商品の卸、ミニラ

ボ機器の販売

100.0 1 短期貸付金
商品の仕入

商品の供給
なし

㈱キタムラトレード

サービス
高知県高知市 30

ＯＵＴＤＯＯＲ

ＰＲＯＤＵＣＴＳ

日本総代理店

100.0 － なし 商品の仕入 あり

㈱ビコムキタムラ

（注）３
高知県高知市 100

ＤＶＤ・ＣＤ・コ

ミックのレンタ

ル、書籍・文房

具・雑貨・ＤＶ

Ｄ・ＣＤ・ゲーム

の販売

100.0 － 短期貸付金 なし あり

㈱キタムラピーシーデ

ポ
高知県高知市 160

パソコン・プリン

ター・周辺機器の

販売からネット

ワーク、修理メン

テナンスまでトー

タルソリューショ

ンサービスを提供

60.0 1 なし なし あり

㈱ラボ生産 高知県高知市

 

30

 

プリント現像処理

及びデジタル加工

処理

100.0 1 短期貸付金
商品の仕入

商品の供給
なし

(その他の関係会社)         

カルチュア・コンビニ

エンス・クラブ㈱

（注）１

大阪府枚方市 100

TSUTAYA、TSUTAYA

DISCAS、Ｔカード

等のプラット

フォームを通じて

お客さまにライフ

スタイルを提案す

る企画会社

（被所有）

29.7
1 なし 商品の供給 あり

（注）１．当連結会計年度において、カルチュア・コンビニエンス・クラブ㈱への当社株式の第三者割当と併せて当社

株主からの株式取得により、平成29年６月１日付で同社は当社のその他の関係会社となりました。

２．前連結会計年度において連結子会社でありました㈱キタムラメディカルは、平成29年10月31日付で当社が全

株式を譲渡したことに伴い、連結子会社より除外しております。

３．㈱ラボネットワーク及び㈱ビコムキタムラは平成30年３月20日付で減資を行い、資本金が減少しておりま

す。
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

平成30年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

店舗販売事業 2,046 [5,768]

レンタル事業 44 [434]

服飾卸販売事業 4 [－]

写真卸販売事業 114 [226]

　報告セグメント計 2,208 [6,428]

その他事業 5 [12]

合計 2,213 [6,440]

（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

 

(2）提出会社の状況

平成30年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

1,990 [5,428] 38.9 13.1 4,654,270

 

セグメントの名称 従業員数（人）

店舗販売事業 1,990 [5,428]

（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は［　］内に年間の平均人員を外数で記載しております。

２．平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含めております。

 

(3）労働組合の状況

　当社グループは、提出会社のＳＳＵＡキタムラユニオン、ラボネットワークユニオン及びビコムキタムラユニオン

を設置しており、平成30年３月31日現在における組合員数は計2,014人で上部団体のＵＡゼンセン流通部門に加盟し

ております。

　なお、労使関係は円満に推移し、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】

１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1）経営方針

　当社グループは「カメラのキタムラ」「スタジオマリオ」「Apple正規サービスプロバイダ認定店」を全国に1,182

店展開し、時代に応じた写真の楽しみ方を追求したサービスを提供できる専門店チェーンであります。

　また、店舗とネットショップの相互連携によるオムニチャネルを進め、販売力強化にもつなげております。

　その経営資源を生かし、写真に関するすべてにおいて出店地域で一番のシェアを目指すことで、お客さまより「写

真のことならキタムラへ」と信頼を得られるよう、サービスの提供に努めてまいります。

　また、写真文化を育て続け、写真の好きな方に愛される企業になるべく、写真事業を通じて社会貢献を進めてまい

ります。

 

(2)経営戦略等

　５つの基本戦略を強力に推進します。

①ＥＳ（従業者満足）を通じてＣＳ（お客さま満足）を実現する

②「写真のオンリーワン企業」を目指す

③写真領域を拡大して新しい商品とサービスを創る

④スマートフォンの販売とサービス開発を推進する

⑤写真事業を通じて社会に貢献する

 

(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　経営基盤と財務体質の強化を図り、企業価値の最大化に努めます。これを実現するために、安定的な利益達成と投

資効率のバランスを重要な指標と捉え、総資本経常利益率の向上を目指します。

 

(4）経営環境

　国内経済は雇用・所得環境の改善が続き、緩やかな景気回復に向かう一方、個人消費の先行きについては今後も不

透明な状況が続き、当社グループを取り巻く環境も引き続き厳しい状況が予想されます。

 

(5）事業上及び財務上の対処すべき課題

　平成30年５月15日に開示しました「CKホールディングス株式会社による当社株式に対する公開買付けに関する意見

表明のお知らせ」の文書にあるとおり、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社の企画力を基にした革新的な

店舗開発等を通じた新たなビジネスモデルの確立、当社の新しい商品・サービスの開発スピードの促進、オムニチャ

ネル化の促進、当社サービスの利用者拡大及び既存店舗におけるクロスセル等が課題です。

 

２【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開その他に関し、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられ

るリスク要因につき、主な事項を記載しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した

上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は、本項及び本書中の

本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があります。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1）競合等の影響について

　当社グループは、ハード部門の販売において主に大手家電量販事業者等と、イメージング部門において大手プリン

ト事業者、写真館等とそれぞれ競合関係にあります。デジタルカメラの販売に関しては、当社店舗の近隣への大手家

電量販事業者の大規模店舗等の出店が増加した場合、インターネットを利用する量販業者による取扱いが増加した場

合など、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

　また、デジタルカメラを含めた部門に比し、相対的に売上総利益率の高いプリントの販売に関しては、スマート

フォン等のモバイル機器での画像保管・閲覧の浸透によるプリントサービス機会の減少や、品質面等で競合他社との

差別化が困難となり、プリント単価が下落した場合など、今後競合が激化した場合、当社グループの業績に影響を及

ぼす可能性があります。
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(2）天候・災害等によるリスク

　イメージング部門は、天候、災害、インフルエンザ等の伝染病等の影響により、行楽時期や季節的行事に伴う写真

撮影の利用が制限されやすい事業であり、悪天候が長期に及ぶ場合等には、一時的な利用の減少により経営成績に影

響を及ぼす可能性があります。

　ハード部門は、製造企業の工場拠点において、天候、災害、製造拠点国の情勢不安等の影響により、商品供給が滞

ることによって、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(3）出退店政策等について

①出退店政策について

　当社グループの店舗の場合、立地場所や店舗規模等により投資額が異なるものの、通常１店舗の出店にあたり、

ミニラボ等の設備投資を含め、60百万円程度を要します。当社グループは、デジタルカメラ、スマートフォン、従

来型のプリント等の一層の市場縮小を見越して、戦略的に店舗の閉鎖・再配置を行い、ドミナントエリアを再構築

することにより、１店舗当たりの収益力を向上させる店舗の戦略的再配置を進めてまいりますが、仮に店舗の売上

高が計画どおり確保できない等の場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。また、収益力

の低下した店舗等については、今後の収益見通し等を踏まえ、退店を行う方針でありますが、退店に伴う固定資産

除却損やリース契約解約損等の一時費用が発生する可能性があります。

②店舗の土地及び建物の賃借について

　当社グループは主に、店舗の土地及び建物を賃借する方式で出店しており、出店時に、土地等所有者に対して、

敷金・保証金及び建設協力金として、資金の差入れを行っており、建設協力金は、当社グループが月々支払う賃借

料との相殺により回収しております。

　当社グループは、新規出店の場合は、対象物件の権利関係等の確認を行っておりますが、土地所有者である法

人、個人が破綻等の状態に陥り、土地等の継続的使用や債権の回収が困難となった場合には、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

　また、土地等に係る長期賃借契約を、当社グループの事情により中途解約する場合に、代替借主を紹介すること

が敷金・保証金等の返還条件とされている契約があります。そのため、当社グループの事情により中途解約する場

合に新たな代替借主を紹介できないことにより、敷金・保証金等を放棄せざるを得ず、損失が発生する可能性があ

るとともに、当該損失の発生に対する懸念から退店の意思決定が躊躇され、タイムリーな退店が出来なくなること

により、業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(4）委託店について

　当社の店舗の中には、当社の元従業員等との業務委託契約によって、店長業務を委託している委託店が含まれま

す。委託店の運営を委託する対象者は、当社の従業員で年齢30～55才、勤続５年以上である者等で、独立した経営者

として委託店の運営ができると判断したものです。契約期間につきましては１年で、それ以降は特別な事情がない限

り１年間自動更新であります。

　委託経営者は、当社が所有する店舗の店長として、当社の管理下に置かれますが、店舗の従業員は独自に雇用いた

します。

　当社はその店舗の売上総利益の一定割合を業務委託料として、「販売費及び一般管理費」の「支払手数料」で支

払っております。

　当連結会計年度末の委託店舗数は89店舗であります。そのため、委託店の業績や今後の契約更新の条件によって

は、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(5）当社グループの事業展開等について

　当社グループは、当社のほか、連結子会社５社により構成されております。これらは、当社からの分社化による事

業の自立化等を目的として設立、子会社化したものでありますが、当社の狙いどおりに各関係会社が機能しない場合

には、当社グループの事業展開や業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(6）個人情報について

　当社グループは、店舗販売事業及びレンタル事業に際して個人情報を取得しております。当社グループでは個人情

報の管理に十分留意しており、現在まで個人情報の流出による問題は発生しておりませんが、今後、何らかの原因に

より個人情報が流出した場合には、当社グループへの損害賠償請求や信用の低下等により、当社グループの経営成績

及び今後の事業展開に影響を及ぼす可能性があります。
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(7）減損会計について

　当社グループ店舗は主に土地及び建物を賃借しており、また店内設備のＰＯＳレジやミニラボについてはリース契

約を締結しております。当社グループは主として店舗を基本単位としてグルーピングをしておりますが、資産グルー

プに減損の兆候が生じた場合、減損損失の計上を行う可能性があります。

　なお、当連結会計年度においては437百万円の減損損失を計上しております。

 

(8）カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との資本業務提携について

　当社グループは、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社との間で資本面及び業務面での提携契約を平成29

年５月15日付で結んでおります。この提携により、当社グループにおける既存イメージングビジネスの収益性向上及

び付加価値化、当社グループにおける店舗網の再構築及び新業態開発、両社のデータベースを活用したオムニチャネ

ル戦略の加速、当社グループにおける新商品・サービス・新ビジネスモデルの確立、両社におけるモバイル関連の独

自商品・サービスの共同開発、当社グループにおける業務改善とコスト効率化といった経済的効果を享受することが

できるものと考えております。しかしながら、資本業務提携に沿った提携が実行された場合でも、当社グループの期

待する経済的効果が得られない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

３【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）経営成績等の状況の概要

　当連結会計年度における当社グループの財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー（以下「経営成績等」とい

う。）の状況の概要は次のとおりであります。

①財政状態及び経営成績の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善傾向は続く一方で、米国政権の政策動向や、世界

的な地政学的リスクの高まり等の懸念により、依然として先行き不透明な状況となっています。個人消費について

は、緩やかな回復基調であるものの、本格的な消費拡大には至っておらず、景気の先行きは不透明な状況が続いて

おります。

　このような経営環境のなか、当社グループは、事業の長期的な成長を重視し、既存商品の市場が縮小する中でも

利益が確保できる損益構造を確立するとともに、今後も収益と成長が見込める分野に経営資源を振り向けていく事

業構造改革を推進してまいりました。

　実施した施策は、以下のとおりです。

 

1）立地環境の変化に合わせた店舗の統合・再配置を推進し、退店は、「カメラのキタムラ」44店、「スタジオ

マリオ」15店、「Apple正規サービスプロバイダ認定店」１店の合計60店となり、出店は、「スタジオマリ

オ」１店、「Apple正規サービスプロバイダ認定店」１店の、合計２店となりました。平成29年２月14日に発

表しました事業構造改革における店舗の閉鎖は、平成30年３月期までの129店舗の計画に対して、平成30年３

月末までに125店舗を閉鎖し、固定費削減により収益が見込める見通しとなった４店については継続を決定し

ました。

2）店舗閉鎖による固定費削減と、適正な人員配置と効率的な店舗オペレーション、販促施策の見直し等による

費用削減を進めており、当連結会計年度において、販売費及び一般管理費は前年同期から6,036百万円の減少

となりました。

3）「年賀状」の収益向上のために、最大の強みである印刷年賀状の店頭１時間仕上げを、ＴＶコマーシャルと

新聞折込みチラシで訴求し、年末まで拡販しました。その結果、年賀状の販売枚数は、6,935万枚（前年同期

比2.3％増）となりました。

4）「モバイル事業部」を新設しました。写真の専門性、モバイル販売の専門性を共に高め、また事業部別の採

算管理徹底と、収益力向上を進めています。

5）「写真の新たな楽しみ方」を提案するサービスを創り、キタムラ独自の新しいイメージング体験を幅広い年

代層のお客さまにご提供することを目的として、コミュニケーションアプリ「LINE（ライン）」上で、写真

プリントの注文やカメラの買取査定、スタジオマリオの撮影予約ができるサービスを、平成29年９月27日よ

り開始しました。
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　この結果、当連結会計年度において当社グループの実績は、売上高は126,850百万円（前年同期比10.2％減）と

なりました。店舗販売事業の戦略的店舗閉鎖による売上減少、及び事業収支見直しによるスマートフォンの販売店

舗網を縮小したことにより、減収となりました。利益面では事業構造改革による販売費及び一般管理費の削減が進

んでいること、及び前述したスマートフォンの販売店舗網縮小による費用削減により、営業利益2,794百万円（前

年同期は1,231百万円の営業損失）、経常利益2,938百万円（前年同期は1,069百万円の経常損失）、親会社株主に

帰属する当期純利益は1,741百万円（前年同期は1,991百万円の親会社株主に帰属する当期純損失）となりました。

 

　なお、当社は、平成29年10月31日付で医療用機器卸販売事業を展開する連結子会社である株式会社キタムラメ

ディカルの全株式を譲渡したことに伴い、当社グループは医療用機器卸販売事業から撤退したため、第３四半期連

結会計期間より連結の範囲から除外しております。

　また、株式会社キタムラメディカルの全株式の譲渡に関連して、関係会社株式売却益681百万円を特別利益に計

上致しました。

 

　セグメントごとの業績は、以下のとおりです。

（店舗販売事業）

　事業構造改革による店舗の戦略的な閉鎖に伴い売上高が減少したものの、イメージング部門で年賀状販売が好

調であったことに加え、経費の削減が進んでいることにより利益が改善しました。

　この結果、当連結会計年度での売上高は112,476百万円（前年同期比9.2％減）となり、2,870百万円のセグメ

ント利益（前年同期は1,489百万円のセグメント損失）となりました。

 

（レンタル事業）

　販売用の音楽ソフト及び音楽レンタルが減少したものの、映像レンタル、コミックレンタル、書籍、ゲーム

ハードの販売が堅調に推移しました。また、移転や増床の効果により書籍、文房具、雑貨の売上高が増加しまし

た。しかしながら、増床したことによる経費の増加により利益が減少しました。

　この結果、当連結会計年度での売上高は5,360百万円（前年同期比6.8％増）となり、41百万円のセグメント利

益（前年同期比36.5％減）となりました。

 

（服飾卸販売事業）

　カジュアルバッグ市場の減少に伴い、バッグの卸販売が苦戦したことにより利益が減少しました。

　この結果、当連結会計年度での売上高は1,268百万円（前年同期比16.2％減）となり、93百万円のセグメント

利益（前年同期比36.0％減）となりました。

 

（写真卸販売事業）

　商品の卸販売が減少したことにより売上高が減少しましたが、アルバム分野、学校写真分野を中心にプリント

全般の卸売が好調に推移したことにより利益が増加しました。

　この結果、当連結会計年度での売上高は5,070百万円（前年同期比0.8％減）となり、233百万円のセグメント

利益（前年同期比19.1％増）となりました。

 

（医療用機器卸販売事業）

　医療用機器卸販売事業については、株式会社キタムラメディカルの全株式を譲渡したことに伴い同事業から撤

退したため、セグメントの業績については、第２四半期連結累計期間までの業績を連結対象としております。

　この結果、当連結会計年度での売上高は2,096百万円（前年同期比59.6％減）となり、84百万円のセグメント

利益（前年同期比61.5％減）となりました。

 

（その他事業）

　前年同時期に大きな増収要因となったＷｉｎｄｏｗｓ１０自動アップデートに関連したパソコンや修理等の売

上が今期は減少したことにより利益の減少となりました。

　この結果、当連結会計年度での売上高は576百万円（前年同期比0.8％減）となり、22百万円のセグメント利益

（前年同期比1.8％減）となりました。

 

②キャッシュ・フローの状況

　当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

932百万円減少し、当連結会計年度末には、14,480百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローとそれらの要因は、次のとおりであります。
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(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動により獲得した資金は、5,000百万円（前年同期は387百万円の収入）となりました。これは主に、仕

入債務の減少額3,179百万円による資金の減少要因があったものの、減価償却費3,296百万円、税金等調整前当期

純利益3,090百万円、売上債権の減少額1,696百万円による資金の増加要因があったこと等によるものでありま

す。

 

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動により獲得した資金は、883百万円（前年同期は2,249百万円の支出）となりました。これは主に、定

期預金の預入による支出1,418百万円による資金の減少要因があったものの、定期預金の払戻による収入1,418百

万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入1,194百万円による資金の増加要因があったこと等

によるものであります。

 

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動により使用した資金は、6,816百万円（前年同期は11,851百万円の収入）となりました。これは主

に、株式の発行による収入2,085百万円による資金の増加要因があったものの、長期借入金の返済による支出

7,343百万円、ファイナンス・リース債務の返済による支出1,480百万円による資金の減少要因があったこと等に

よるものであります。

 

③生産、受注及び販売の実績

　当社グループは小売業を主たる事業としているため、受注生産形態をとっておりません。そのため、セグメント

ごとの生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。従いまして、生産及び受注の実績

については、記載を省略しております。

（事業部門別販売実績）

　当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。部門の主な内容は、イ

メージング部門（主にデジカメプリント等）、サービス部門（主にApple製品修理サービス等）、ハード部門

（主にデジタルカメラ、スマートフォン等）、ソフト部門（主にカメラ用品等）であります。

（単位：百万円）

セグメントの名称 部門

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日）

前年同期比（％）

店舗販売事業

イメージング部門 38,794 94.7

サービス部門 9,258 84.6

ハード部門 48,260 86.5

ソフト部門 8,949 91.4

その他 7,214 112.8

店舗販売事業計 112,476 90.8

レンタル事業 5,360 106.8

服飾卸販売事業  1,268 83.8

写真卸販売事業 5,070 99.2

医療用機器卸販売事業 2,096 40.4

報告セグメント計  126,273 89.7

その他事業  576 99.2

合計 126,850 89.8

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．医療用機器卸販売事業については、株式会社キタムラメディカルの全株式を譲渡したことに伴い、第２

四半期連結累計期間までの業績を連結対象としております。
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(2）経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容

　経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

①重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づき作成しておりま

す。この連結財務諸表作成にあたり採用している重要な会計方針につきましては、「第５　経理の状況　１　連結

財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」に記載のと

おりであります。また、連結財務諸表の作成において、資産・負債及び収益・費用の報告金額及び開示に影響を与

える見積りは、過去の実績や現在の状況を勘案し様々な要因に基づき合理的に判断しておりますが、実際の結果

は、見積りによる不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

 

②当連結会計年度の経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容

　当社グループの当連結会計年度の経営成績等は「(1）経営成績等の状況の概要①財政状態及び経営成績の状況」

に記載のとおりであります。

　当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因としては、「２　事業等のリスク」に記載のとおりでありま

す。

　当社グループの資本の財源及び資金の流動性については、次のとおりであります。

1）資金需要

　当社グループの運転資金需要のうち主なものは、商品購入のほか、販売費及び一般管理費等の営業費用による

ものであります。営業費用の主なものは人件費及び店舗に係る地代家賃であります。なお、重要な資本的支出の

予定はございません。

2）財務政策

　当社グループは運転資金につきまして、自己資金又は金融機関からの借入にて資金調達をしております。金融

機関からの資金調達につきましては、安定的かつ低利を前提としながら、将来の金融情勢の変化等も勘案してバ

ランスのとれた調達を実施しております。

　経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等については、「１　経営方針、

経営環境及び対処すべき課題等　(3）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等」に記載のとおり

であります。

　セグメントごとの財政状態及び経営成績の状況に関する認識及び分析・検討内容は「(1）経営成績等の状況の概

要①財政状態及び経営成績の状況」に記載のとおりであります。

 

４【経営上の重要な契約等】

（資本業務提携契約）

　当社は、平成29年５月15日開催の取締役会において、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社（以下「ＣＣ

Ｃ」）との間で、資本業務提携を行うことを決議するとともに、ＣＣＣに対する第三者割当による新株式発行（以

下、「本第三者割当」）を行うことについて決議し、同日付で資本業務提携契約を締結いたしました。

　資本業務提携契約の概要は以下のとおりであります。

 

１．契約の相手会社の概要

(1）商号　　　　　　　　　カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社

(2）所在地　　　　　　　　大阪府枚方市岡東町12番２号

(3）代表者の役職・氏名　　代表取締役社長兼CEO　増田　宗昭

(4）事業内容　　　　　　　TSUTAYA、TSUTAYA DISCAS、Ｔカード等のプラットフォームを通じてお客さまにラ

イフスタイルを提案する企画会社

(5）資本金　　　　　　　　100百万円

(6）設立年月日　　　　　　昭和55年１月31日
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２.業務提携の内容

　当社は、以下の分野においてＣＣＣとの間で業務提携の具体化を進め、両社の事業拡大並びに企業価値の向上に

努めてまいります。

(1）当社における既存イメージングビジネスの収益性向上及び付加価値化

(2）当社における店舗網の再構築及び新業態開発

(3）両社のデータベースを活用したオムニチャネル戦略の加速

(4）当社における新商品・サービス・新ビジネスモデルの確立

(5）両社におけるモバイル関連の独自商品・サービスの共同開発

(6）当社における業務改善とコスト効率化

 

３.資本提携の内容

　当社は、本第三者割当により、ＣＣＣに当社の普通株式3,000,000株（本第三者割当後の所有議決権割合

14.36％）を割り当てました。この結果、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,051百万円増加し、資本金が3,903百

万円、資本準備金が3,471百万円となっております。また、本第三者割当と併せて、ＣＣＣは2,207,800株（本第三

者割当後の所有議決権割合10.57％）を、当社株主から株式取得致しました。

 

（株式譲渡契約）

　当社は、平成29年９月28日開催の取締役会において、当社が100％出資する連結子会社、株式会社キタムラメディ

カル（以下、「キタムラメディカル」）の全株式を、富士フイルムメディカル株式会社（以下、「富士フイルムメ

ディカル」）に譲渡することを決議及び譲渡契約を締結し、平成29年10月31日に株式譲渡いたしました。

 

１．株式譲渡の理由

　当社は、事業の長期的な成長を重視し、社会のデジタル化に対応した写真事業への変革を目指し、写真の新たな

楽しみ方を可能とするビジネスモデルの早期確立に取り組んでいるところです。この戦略を推進していくために、

この度当社は、当社の持つ経営資源を効率的に活用し、事業展開を加速することを目的として、キタムラメディカ

ルの株式を譲渡することを決定いたしました。尚、キタムラメディカルの医療用機器卸販売事業は、四国内におい

て堅調な販売実績があり、これまで当社グループに貢献してきましたが、今後の同事業のさらなる発展について検

討を進めた結果、シナジー効果が期待できる富士フイルムメディカルに対して株式を譲渡することが最も適切であ

ると判断いたしました。

 

２．株式譲渡先の相手会社の名称

　富士フイルムメディカル株式会社

 

３．株式譲渡の時期

　平成29年10月31日

 

４．当該子会社の名称及び事業内容

　名称　　　　　　　株式会社キタムラメディカル

　事業内容　　　　　レントゲンフィルム、医療用機器・画像情報システムの販売及びメンテナンス

　当社との取引内容　資金の貸付

 

５．譲渡した株式の数、譲渡損益及び譲渡後の持分比率

　譲渡株式数　　　　200株

　譲渡損益　　　　　関係会社株式売却益681百万円

　譲渡後の持分比率　－％

 

５【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループの設備投資につきましては、店舗販売事業において、スタジオマリオのＷＥＢサイト及び予約システム

の刷新、「スタジオマリオ」及び「Apple正規サービスプロバイダ認定店」の新規出店、移転、レンタル事業におい

て、「ＴＳＵＴＡＹＡ」の移転等で1,070百万円の設備投資を実施しました。

 

２【主要な設備の状況】

(1）提出会社

（平成30年３月31日現在）
 

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）
従業
員数
(人)

建物及び
構築物

工具、器
具及び
備品

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

北海道・東北地区

元町店

(札幌市東区)

他121店

店舗販売 店舗 274 137

125

(1,207.70)

[907.15]

173 8 718
148

[458]

関東地区

羽村店

(東京都羽村市)

他321店

店舗販売 店舗 721 395

643

(6,411.15)

[4,601.94]

355 18 2,133
581

[1,521]

中部地区

緑・上旭店

(名古屋市緑区)

他252店

店舗販売 店舗 598 303

741

(5,315.91)

[9,814.39]

267 18 1,929
395

[1,008]

近畿地区

なんばＣＩＴＹ店

(大阪市中央区)

他164店

店舗販売 店舗 266 170

－

－

[2,199.62]

195 9 642
252

[789]

中国地区

青江店

(岡山市北区)

他93店

店舗販売 店舗 221 109

535

(4,807.92)

[2,365.84]

 

118 6 991
105

[302]

四国地区

堺町店

(高知県高知市)

他65店

店舗販売 店舗 239 74

1,881

(9,801.79)

[4,427.82]

100 4 2,299
112

[236]

九州地区

天神店

(福岡市中央区)

他161店

店舗販売 店舗 652 195

672

(4,555.91)

[17,344.24]

196 14 1,731
239

[586]

新横浜本社

(横浜市港北区）
店舗販売 その他設備 12 7 － 68 0 89

126

[15]

高知本社

(高知県高知市)
店舗販売 その他設備 0 4 － － － 4

32

[26]
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(2）国内子会社

（平成30年３月31日現在）
 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(人)

建物及び
構築物

工具、器
具及び
備品

土地
(面積㎡)

リース
資産

その他 合計

㈱ラボネットワー

ク

川口本社

（埼玉県川口市）

 他４事業所

写真卸販売

建物及び

その他設

備

32 4
508

（4,920.00）
0 0 546

89

[77]

㈱ビコムキタムラ

上津店

(福岡県久留米市）

 他13店

レンタル

建物及び

その他設

備

268 271 － 2 14 557
44

[430]

㈱ラボ生産

川口本社

(埼玉県川口市)

 他２事業所

店舗販売、

写真卸販売

建物及び

その他設

備

279 22 － 861 36 1,200
81

[442]

（注）１．帳簿価額のうち「その他」は、機械装置及び運搬具であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２．㈱ラボネットワークの土地のうち266百万円（2,928.10㎡）は連結子会社㈱ラボ生産に生産用設備として

貸与しております。

３．現在休止中の主要な設備はありません。

４．上記金額は帳簿価額を記載しており、連結上の未実現損益調整処理については、考慮しておりません。

５．従業員数の［　］は、臨時雇用者数を外書しております。

６．土地及び建物の一部を賃借しております。賃借している土地の面積については、[　]で外書きしておりま

す。なお、年間の賃借料は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

地区別 セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
（百万円）

北海道・東北地区 店舗販売 店舗及びその他設備 574

関東地区 店舗販売 店舗及びその他設備 2,213

中部地区 店舗販売 店舗及びその他設備 1,272

近畿地区 店舗販売 店舗及びその他設備 1,081

中国地区 店舗販売 店舗及びその他設備 445

四国地区 店舗販売 店舗及びその他設備 339

九州地区 店舗販売 店舗及びその他設備 901

新横浜本社 店舗販売 建物及びその他設備 198

高知本社 店舗販売 建物及びその他設備 26

 

(2）国内子会社

会社名 セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料
（百万円）

㈱ラボネットワーク 写真卸販売 建物及びその他設備 35

㈱ビコムキタムラ レンタル 店舗及びその他設備 413

㈱ラボ生産 店舗販売、写真卸販売 建物及びその他設備 145
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７．主要なリース設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社

地区別 セグメントの名称 設備の内容
支払リース料
（百万円）

北海道・東北地区 店舗販売 ミニラボ及びＰＯＳ設備他 90

関東地区 店舗販売 ミニラボ及びＰＯＳ設備他 236

中部地区 店舗販売 ミニラボ及びＰＯＳ設備他 195

近畿地区 店舗販売 ミニラボ及びＰＯＳ設備他 120

中国地区 店舗販売 ミニラボ及びＰＯＳ設備他 75

四国地区 店舗販売 ミニラボ及びＰＯＳ設備他 51

九州地区 店舗販売 ミニラボ及びＰＯＳ設備他 121

新横浜本社 店舗販売 コンピュータ機器他 60

高知本社 店舗販売 コンピュータ機器他 0

 

(2）国内子会社

会社名 セグメントの名称 設備の内容
支払リース料
（百万円）

㈱ラボネットワーク 写真卸販売 車両、器具備品他 39

㈱ビコムキタムラ レンタル 車両、器具備品他 1

㈱ラボ生産 店舗販売、写真卸販売 写真現像機器設備他 21

 

８．上記の金額には、資産除去債務に対応する除却費用の資産計上額は含まれておりません。

９．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、今後の需要予測、利益に対する投資割合等を総合的に勘案して計画しておりま

す。設備投資計画は、原則的に連結会社各社が個別に策定しておりますが、グループ全体で重複とならないよう、提出

会社を中心に調整を図っております。

 

(1）新設

　該当事項はありません。

 

(2）除却等

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 49,800,000

計 49,800,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数（株）
（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年６月29日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 20,918,252 20,918,252 東京証券取引所市場第二部
単元株式数

100株

計 20,918,252 20,918,252 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

③【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

　平成29年６月１日

　　　　(注）
3,000,000 20,918,252 1,051 3,903 1,051 3,471

（注）有償第三者割当

発行価格　　701円

資本組入額　350.5円

割当先　　　カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社
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（５）【所有者別状況】

平成30年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株

式の状況

（株）
政府及び地

方公共団体
金融機関

金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 13 11 103 39 20 20,266 20,452 －

所有株式数（単元） － 27,397 152 104,869 2,758 21 73,919 209,116 6,652

所有株式数の割合

（％）
－ 13.10 0.07 50.15 1.32 0.01 35.35 100.00 －

（注）自己株式24,079株は、「個人その他」に240単元及び「単元未満株式の状況」に79株を含めて記載しておりま

す。

 

（６）【大株主の状況】

  平成30年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社
大阪府枚方市岡東町１２－２ 6,207 29.71

富士フイルム株式会社 東京都港区西麻布２－２６－３０ 1,700 8.13

キタムラ従業者持株会 高知県高知市本町４－１－１６ 873 4.18

株式会社四国銀行 高知県高知市南はりまや町１－１－１ 839 4.01

キヤノンマーケティングジャパン

株式会社
東京都港区港南２－１６－６ 740 3.54

株式会社高知銀行 高知県高知市堺町２－２４ 532 2.54

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 360 1.72

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内１－２－１ 359 1.71

株式会社ニコン 東京都港区港南２－１５－３ 358 1.71

北村正志 神奈川県川崎市麻生区 330 1.57

計 － 12,300 58.87

（注）１．前事業年度末において主要株主であった株式会社キタマサは、平成30年３月31日現在では主要株主ではな

くなりました。

２．前事業年度末において主要株主でなかったカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社は、平成30年３

月31日現在では主要株主となっております。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
普通株式

24,000
－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

20,887,600
208,876 －

単元未満株式
普通株式

6,652
－ －

発行済株式総数 20,918,252 － －

総株主の議決権 － 208,876 －

（注）「単元未満株式」欄には当社所有の自己株式が79株含まれております。

 

②【自己株式等】

 平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社キタムラ
高知県高知市本町４

丁目１番16号
24,000 － 24,000 0.11

計 － 24,000 － 24,000 0.11

（注）上記以外に自己名義所有の単元未満株式79株を所有しております。

 

２【自己株式の取得等の状況】

　【株式の種類等】会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 93 67,593

当期間における取得自己株式 3 3,684

（注）当期間における取得自己株式には平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。
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（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他（ － ） － － － －

保有自己株式数 24,079 － 24,082 －

（注）当期間における保有自己株式数には平成30年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取り及び売渡による株式は含まれておりません。

 

３【配当政策】

　当社は、株主各位への安定的な配当継続を実施することを経営の最重要政策の一つとして位置づけております。競争

力を維持・強化し集客力の増大を図るとともに、業績に裏付けられた成果の配分を行うことを基本方針としておりま

す。

　具体的な目標としては、連結ベースで「配当性向30％」を定めており、内部留保資金につきましては、今後は競争力

を高めることや市場ニーズに応える商品開発、さらに効率的な新規出店等に有効投資してまいりたいと存じます。

　当期の期末配当につきましては、普通配当１株につき年間配当金20円を実施させていただきます。

　当社は、期末配当として年一回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。なお、当社は、株主への機動

的な利益還元を行うことを可能とするため、会社法第454条第５項の規定により、「取締役会の決議により、毎年９月

30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定めております。現状中間配当の実施の予定はあり

ません。

　これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下の通りであります。

 

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たりの配当額
 (円)

平成30年６月28日

定時株主総会決議
417 20

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第80期 第81期 第82期 第83期 第84期

決算年月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月 平成30年３月

最高（円） 836 819 868 821 1,047

最低（円） 575 626 738 741 681

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成29年10月 平成29年11月 平成29年12月 平成30年１月 平成30年２月 平成30年３月

最高（円） 769 760 771 820 865 1,047

最低（円） 733 742 747 768 750 836

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５【役員の状況】

　男性13名　女性　－名　（役員のうち女性の比率　－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

代表取締役 名誉会長 北村　正志 昭和16年３月28日生

 
昭和42年４月 当社入社

昭和45年３月 取締役就任

昭和54年３月 代表取締役営業本部長就任

昭和60年３月 代表取締役社長就任

平成15年６月 代表取締役会長兼ＣＥＯ就任

平成16年10月 株式会社キタムラホールディングス

(現・株式会社キタマサ）代表取締役

社長就任（現任）

平成20年６月 株式会社キタムラ経理代表取締役会長

平成21年４月 株式会社ラボ生産代表取締役会長

平成29年６月 代表取締役名誉会長就任（現任）
 

※６ 330

取締役 会長 武田　宣 昭和36年２月８日生

 
昭和59年４月 株式会社近畿大阪銀行入行

平成13年８月 株式会社ソウ・ツー入社

平成15年４月 株式会社ソウ・ツー代表取締役社長

平成23年６月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社社外監査役

平成25年４月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社社外取締役

平成26年４月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社取締役副社長

ＣＣＣデザインカンパニー社長

平成27年４月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社代表取締役副社長ＣＯＯ

平成28年４月

 
平成29年６月

株式会社ソウ・ツー代表取締役会長

（現任）

当社取締役会長就任（現任）

平成30年４月

 
平成30年５月

ＣＫホールディングス株式会社代表取

締役社長(現任）

ＣＣＣデザイン株式会社代表取締役

（現任）

株式会社Ｔ－ＳＩＴＥ代表取締役（現

任）
 

※６ －

代表取締役 社長 浜田　宏幸 昭和32年８月31日生

 
昭和57年10月 当社入社

平成９年12月 長野販売事業部長兼長野／高田店店長

平成10年６月 取締役就任

平成12年１月 営業部長兼長野地区事業部長

平成12年７月 常務取締役就任

平成16年９月 カメラのキタムラ事業部長兼マリオ事

業部副事業部長兼東京・東神奈川地区

事業部長兼北大阪・東兵庫地区事業部

長兼西兵庫地区事業部長兼営業部Ｆ

Ｃ・業務委託担当

平成18年５月 スタジオマリオ事業部長

平成21年５月 営業本部長兼スタジオマリオ事業部長

平成21年７月 専務取締役就任

平成21年９月 営業本部長兼スタジオマリオ事業部長

兼ＥＣ推進本部長

平成22年１月 代表取締役社長就任（現任）
 

※６ 26
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  福本　和宏 昭和50年９月９日生

 
平成10年４月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社入社

平成24年12月 しまうまプリントシステム株式会社取

締役（現任）

平成27年４月 株式会社Ｔポイント取締役

平成27年９月 トーンモバイル株式会社取締役（現

任）

平成28年１月 ルビー・グループ株式会社取締役

平成28年４月 カルチュア・コンビニエンス・クラブ

株式会社上席執行役員経営企画部部長

兼社長室

平成29年１月 株式会社ＣＣＣフォトライフラボ取締

役

株式会社フォトクリエイト取締役（現

任）

平成29年４月 株式会社アーク・スリー・インターナ

ショナル取締役

平成29年６月 当社取締役就任（現任）

平成30年４月 株式会社ＣＣＣフォトライフラボ取締

役ＣＯＯ（現任）
 

※６ －

取締役  白砂　晃 昭和49年７月16日生

 
平成11年４月 日本電信電話株式会社入社

平成12年３月 株式会社サイバーエージェント入社

平成14年１月 株式会社フォトクリエイト取締役（現

任）

平成27年５月 株式会社アロバ取締役（現任）

平成27年12月 しまうまプリントシステム株式会社取

締役（現任）

平成29年１月 株式会社ＣＣＣフォトライフラボ代表

取締役社長（現任）

平成30年６月 当社取締役就任（現任）
 

※６ －

社外取締役  田村　均 昭和21年６月11日生

 
昭和46年４月 株式会社リコー入社

平成14年10月 同社審議役

平成22年４月 リコージャパン株式会社社長付顧問

平成23年７月 ＣＳ実践研究所所長（現任）

平成26年６月

 
平成27年６月

株式会社ユー・エス・エス社外取締役

（現任）

当社取締役就任（現任）
 

※６ 4

社外取締役  仁科　秀隆 昭和54年３月25日生

 
平成14年10月 弁護士登録

アンダーソン・毛利法律事務所（現ア

ンダーソン・毛利・友常法律事務所）

所属

平成22年２月 中村・角田・松本法律事務所所属

平成23年１月 同事務所パートナー（現任）

平成25年６月 株式会社アイネス社外監査役

平成29年３月 株式会社日本アクア社外監査役（現

任）

平成29年６月 当社取締役就任（現任）
 

※６ －

常勤監査役  金澤　稔 昭和25年10月１日生

 
平成５年６月 当社取締役就任

平成13年７月 常務取締役就任

平成19年６月 取締役就任

業務改善室長（現・内部監査室）

平成24年６月

平成28年６月

株式会社キタムラピーシーデポ取締役

当社監査役就任（現任）
 

※４ 3
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

監査役  杉本　央 昭和20年11月18日生

  
昭和44年10月 当社入社

昭和50年１月 商品部長

昭和60年３月 取締役就任

平成11年６月 常務取締役就任

平成12年１月 営業部長

平成15年６月 商品部長

平成18年７月 専務取締役兼営業本部長

平成19年６月 ジャスフォート株式会社代表取締役会

長

平成19年６月 スナップス販売株式会社代表取締役会

長

平成19年７月 当社取締役副社長兼営業本部長

平成20年４月 株式会社オフィス事務サービス代表取

締役会長

平成20年４月 株式会社トランスフォーメーション代

表取締役会長

平成20年６月 株式会社キタムラ経理（株式会社キタ

ムラビジネスソリューションに改称）

代表取締役社長

平成21年１月 株式会社メディアラボＮＥＸＴ代表取

締役社長

平成21年５月 当社取締役副社長就任

平成21年７月 代表取締役副会長就任

平成23年12月

平成26年８月

平成27年６月

カメラのキタムラ事業部長

営業本部長

監査役就任（現任）
 

※３
45

 

監査役  椿　　　勲 昭和23年１月25日生

 
平成９年１月 椿勲公認会計士事務所代表（現任）

平成11年６月 株式会社椿総合経営研究所代表取締役

就任（現任）

平成12年６月 当社取締役就任

平成19年６月 監査役就任（現任）

平成26年10月 フィード・ワンホールディングス㈱

（現・フィード・ワン㈱）監査役就任

（現任）
 

※３ 6

社外監査役  渡辺　一勝 昭和15年８月31日生

 
平成11年６月 十条セントラル株式会社（現・日本製

紙株式会社）取締役

平成14年10月 草加紙パック株式会社

代表取締役社長

平成24年６月 当社監査役就任（現任）
 

※４ －

社外監査役  中山　忠彦 昭和21年10月６日生

 
平成14年６月 株式会社四国銀行取締役

平成20年６月 同行退職

平成20年６月 ニューコウチビル株式会社代表取締役

社長

平成24年６月 当社監査役就任（現任）
 

※３ 2

社外監査役  今野　淳 昭和42年６月22日生

 
平成４年10月 中央新光監査法人入所

平成９年４月 公認会計士登録

平成11年11月 椿勲公認会計士事務所入所

平成15年10月 税理士登録

平成18年10月 今野公認会計士事務所代表（現任）

平成30年６月 当社監査役就任（現任）
 

※５ －

    計  419

（注）１．取締役田村　均及び仁科秀隆は、社外取締役であります。

２．監査役渡辺一勝、中山忠彦及び今野　淳は、社外監査役であります。

３．平成27年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４．平成28年６月20日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５．平成30年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６．平成30年６月28日開催の定時株主総会の終結の時から１年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、「仕事を創り、仕事を楽しみ、仕事によって社会に応える」というグループ経営思想のもと、あらゆる

ステークホルダーと良好な関係を築き、お客さまが満足すること、やりがいのある『場』をまもること、本業を通

じて社会的責任を果たすことこそが、企業価値と株主価値を増大させると考えております。

１．お客さまにとって「写真を通して絆をつくり、深めることができる場」

２．お取引先さまにとって「夢のあるプランを一緒に形にする場」

３．株主さまにとって「投資を通じた社会貢献と、将来の夢を託せる場」

４．従業員にとって「誇りをもって仕事し、社会的使命を実現できる場」

５．社会にとって「すべてのマチから喜ばれる思い出づくりの安心安全な場」

　そのためには、以下を継続努力し、コーポレート・ガバナンスを充実させることが重要だと考えております。

１．法令遵守のみならず、企業倫理と当社制定の「キタムラ諸憲法」に基づいた「顧客満足第一主義」を実現す

ること

２．あらゆるステークホルダーから支持されるため、経営体制及び内部統制の構築・運用により、経営の健全

性・透明性を高めること

②企業統治の体制

イ．企業統治の体制の概要

　当社は、監査役設置会社の体制を選択しており、提出日現在の員数は、取締役７名（うち社外取締役２名）、

監査役６名（うち社外監査役３名）であります。

　当社の基本的な業務執行組織として、取締役会、経営会議があります。また、管理・監督組織として、監査役

及び監査役会があります。

　業務執行の効率性を確保するための体制は以下のとおりです。

１．社外取締役及び社外監査役を含めたすべての役員を対象とする取締役会を毎月１回以上開催することで、

客観的で公正な意思決定を図ります。また、経営管理組織につきましては、経営環境の変化に迅速かつ的

確に対応できるようにフラットな組織としております。

２．会長、社長、取締役及び執行役員等による業務執行機関として経営会議を毎月１回以上開催し、迅速な意

思決定を図ります。

３．監査役会を原則として毎月１回以上開催することで、取締役会及び取締役の監督・監視を図ります。

４．コンプライアンス・リスクマネジメント委員会を設置し、当社グループのコンプライアンス態勢の整備・

確立のためのコンプライアンスに関する事項及び当社グループのリスク管理に関する必要な事項につい

て、総合的な検討・審議を行い、取締役会へ報告・提言を行います。

５．取締役及び監査役に年１回のアンケートを行い、その結果を踏まえ取締役会全体の実効性に関する分析・

評価を実施します。
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ロ．企業統治の体制を採用する理由

　当社は、業務執行に対する「取締役会による監督」と「監査役会による適法性・妥当性監査」のチェック機能

をもつ監査役設置会社の体制を選択しています。また、執行役員制度の導入、複数の社外取締役設置による監

督・監査機能の強化、経営会議への権限委譲による意思決定機能の強化に取り組むことで、経営の透明性・公正

性・迅速性の向上を図っており、当社においてはコーポレート・ガバナンス体制が適正に機能していると判断

し、現状の体制を採用しております。

ハ．その他の企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備の状況

　当社は、経営思想・企業理念を達成し、事業を健全かつ継続的に発展させるため、内部統制システムの整

備・構築及び運用が重要であることを認識し会社法第362条第４項第６号、第５項及び会社法施行規則第100条

第１項、第３項の規定に基づき、「内部統制システムの基本方針」を取締役会で決議しており、当社のすべて

の役員、従業員に適用され、定期的に監査役及び内部監査によりチェックし改善しております。

１．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１）当社におけるコンプライアンスを推進するため、当社は代表取締役名誉会長を委員長とするコンプラ

イアンス・リスクマネジメント委員会を設置し、定期的にコンプライアンスの状況を確認している。

２）当社は、取締役及び使用人が、それぞれの立場でコンプライアンスを自らの問題としてとらえ業務運

営にあたるよう、研修等により指導する。

３）当社は、相談・通報体制を設け、取締役及び使用人が、社内においてコンプライアンス違反行為が行

われ、または行われようとしていることに気がついたときは、人事総務部長、常勤監査役等に通報

（匿名も可）することを徹底する。当社は、通報内容に対処するために必要不可欠な限度でこれを取

扱うものとし、通報者に対して、不利益な扱いを行わない。

４）役員及び使用人によるコンプライアンス違反行為に対しては、就業規則等に照らして厳正に処分す

る。

５）当社は、取締役会の監督機能を強化するため、業務を執行しない社外取締役を置く。

６）財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法等に従って、財務報告に係る内部統制の整備及び

運用を行う。

７）当社は、反社会的勢力排除に向けた体制を整備し、反社会的勢力からの不当な要求には断固として拒

否する。

２．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１）当社は、定例の取締役会を毎月１回以上開催し、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督等

を行う。取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるため、執行役員制度を導入するととも

に、社内取締役と執行役員とで構成される経営会議を月１回以上開催し、業務執行に関する基本的事

項及び重要事項に係る意思決定を機動的に行う。

２）業務の運営については、将来の事業環境を踏まえ中期経営計画及び各年度予算を立案し、全社的な目

標を設定する。各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・実行する。

３）変化の厳しい経営環境に機敏に対応するため、取締役の任期は１年とする。

４）重要性に応じた意思決定方法、業務執行に関する権限及び責任等を社内規程に定め、その運営状況を

内部監査により把握し、改善を図る。

３．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１）当社は、法令・社内規程に基づき、文書等の保存を行う。

２）情報の管理については、法令・社内規程のほか、情報セキュリティに関するガイドライン、個人情報

保護に関する基本方針を定めて対応する。

４．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

１）社内規程に従って、当社グループ各社はその使命を共有し、業務の適正を確保する。

２）当社は、当社グループ各社にコンプライアンス担当者を置くとともに、当社がグループ全体のコンプ

ライアンスを統括・推進する体制とする。

３）当社グループ各社における経営の自立性を尊重しつつ、経営会議及びグループ会等にて業務内容の定

期的な報告を受け、重要案件について事前協議を行う。

４）当社グループ各社においても、その事業内容、規模等を考慮し、その損失の危険の管理に関する規程

その他の体制、取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制について、当社

に準じた体制を整備し、定期的に見直す。
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・リスク管理体制の整備の状況

　リスクマネジメントにつきましては、インターネットによる通信販売を行っている関係上、情報セキュリ

ティに万全を期していることにより、顧客情報の管理を徹底しその外部流出を防止しております。また、コン

プライアンス・リスクマネジメント委員会を設置し、リスク発生時に迅速・適切な対応を図ることができるよ

う当社グループの危機管理体制・システムの整備に努めております。

・反社会的勢力排除に向けた基本的考え方及びその整備状況

１．基本的な考え方

　当社は、企業や市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的な勢力及び団体に対しては、一切の関係を

持たず、不当な要求に対しては毅然とした態度でこれを拒絶し、利益の供与は絶対に行わないことを基本方

針としております。

２．整備状況

１）外部機関から企業防衛に関する必要な情報収集を行い、役職員への啓蒙活動に取り組んでおります。

２）新規取引先と取引を開始する時とその後必要の都度、当該取引先が暴力団及びその関係者、並びにそ

の他反社会的勢力に該当していないかについて可能な限り調査を行っております。

３）正確な事務処理、トラブルへの速やかな対応に努め、反社会的勢力の介入防止を心がけています。

４）暴力団、総会屋等を含む反社会的勢力の機関紙の購入の強要をはじめとする不当要求に対して、毅然

とした態度、確固たる信念、冷静な対応を心がけるように、役職員に周知徹底しております。

５）不当な要求等、反社会的勢力からの介入を受けた場合には、ためらうことなく上司や人事総務部への

報告を行い、顧問弁護士の活用や警察・暴力追放推進センターとの連携等、組織的な対応を行なうよ

うに、役職員に周知徹底しております。

ニ．責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を

限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める額

を限度額として、損害賠償責任を負担するものとしております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社

外取締役または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られま

す。

③内部監査、監査役監査及び会計監査の状況

　内部監査につきましては、内部監査室を設置しており、常勤監査役と連携を図りながら、年間計画に基づき計画

的に監査を行い、業務の適正な運営、社内規程との整合性等を監査するとともに、不正過誤の防止、業務の改善・

効率化の推進に努めております。内部監査室の人員は、室長ほか６名となっております。

　監査結果は、社長に報告され被監査部署に対しては、業務改善報告書として通知されます。被監査部署の責任者

は、業務改善回答書を作成し内部監査室長を経て社長に提出され、業務の改善に努めております。

　当社の監査役会は、原則として毎月開催しております。また、監査役６名（うち社外監査役３名）は、取締役会

のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、経営会議及びグループ会等の重要会議に出席

し、取締役の職務執行の状況を客観的な立場で監査し、経営監視機能の充実を図っております。監査役の椿　勲氏

及び今野　淳氏は、公認会計士の資格を有しております。さらに、会計監査人から定期的に監査結果の報告を受け

るとともに情報交換を行っております。

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は、宮木直哉氏、寺田　裕氏であり、有限責任 あずさ監査法人に所

属しております。また、会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、その他６名であります。

④社外取締役及び社外監査役

　当社は、社外取締役を２名、社外監査役を３名選任しております。

　社外取締役及び社外監査役は、それぞれ取締役会及び監査役会に出席するとともに、社内取締役、社内監査役や

会計監査人と意見交換を行うなど、客観的かつ専門的な視点で当社の経営監視がなされております。

　社外取締役の田村　均氏は、日本経営品質賞の主任審査員を長年務めた豊富な経験とＣＳ経営に関する幅広い知

識を有していることから、社外取締役としての監督機能及び役割を果たせると考えております。なお、当社と同氏

の間には、同氏が平成30年３月31日現在で、当社株式を4,107株所有しており、資本的関係がありますが、人的関

係及び重要な取引関係その他の利害関係はありません。また、同氏が過去に在籍しておりました株式会社リコー及

びリコージャパン株式会社を含むグループ会社との取引については、他の一般的な取引と同条件で行われており、

同氏個人が直接利害関係を有するものではなく、当連結会計年度末時点において、当社とそれらの会社及びその関

係会社との間にそれ以外の人的関係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はありません。以上のこと

から、独立性を有するものと考え、社外取締役として選任し東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届出を

行っております。
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　社外取締役の仁科秀隆氏は、弁護士としての経験が豊富であり、複数の企業における社外役員としての豊富な経

験と高い見識を有しており、社外役員となること以外の方法で会社経営に関与された経験はありませんが、社外取

締役としての監督機能及び役割を果たせると考えております。なお、当社と同氏の間には、人的関係、資本的関係

その他の利害関係はありません。以上のことから、独立性を有するものと考え、社外取締役として選任し東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として届出を行っております。

　社外監査役の渡辺一勝氏は、長年にわたる企業の役員経験があり、幅広い知識と豊富な知見を有していることか

ら社外監査役としての監査機能及び役割を果たせると考えております。なお、当社と同氏の間には人的関係、資本

的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はありません。また、同氏は過去において十条セントラル株式会社

（現・日本製紙株式会社）の取締役及び草加紙パック株式会社の代表取締役であったことがありますが、当社とそ

れらの会社との間に、人的関係、資本的関係及び重要な取引関係その他の利害関係はありません。以上のことか

ら、独立性を有するものと考え、社外監査役として選任しております。

　社外監査役の中山忠彦氏は、長年にわたる金融機関での役員経験があり、幅広い知識と豊富な経験を有している

ことから社外監査役としての監査機能及び役割を果たせると考えております。なお、当社と同氏の間には、同氏が

平成30年３月31日現在で、当社株式を2,923株所有しており、資本的関係がありますが、人的関係及び重要な取引

関係その他の利害関係はありません。また、同氏は当社のメインバンクである株式会社四国銀行の取締役であった

ことがあり、当社と同行の間には、平成30年３月31日時点において、同行が当社株式の4.01％を保有するとともに

当社が同行株式の0.46％を保有する資本的関係がありますが、互いに主要株主には該当しないことから、その重要

性がないものと判断しております。その他、当社と同行及びその関係会社との間に人的関係及びその他の重要な利

害関係はありません。以上のことから、独立性を有するものと考え、社外監査役として選任しております。

　社外監査役の今野　淳氏は公認会計士及び税理士の資格を有する財務・会計・税制全般にわたる専門家としての

知識を当社の監査に活かしていただけるものと判断しております。同氏は、直接会社経営に関与された経験はあり

ませんが、社外監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと考えております。なお、当社と同氏の間に

は、人的関係、資本的関係その他の利害関係はありません。以上のことから、独立性を有するものと考え、社外監

査役として選任しております。

　当社は、経営の監視・監督機能を強化するため、社外取締役及び社外監査役を選任しております。社外取締役

は、会社の最高権限者である代表取締役などと直接の利害関係のない有識者や経営者等から選任し、当社の業務執

行に携わらない客観的な立場からの経営判断を受けることで、取締役会の監督機能強化を図っております。社外監

査役は、監査体制の独立性を高め、客観的な立場から監査意見を表明することで、当社の企業統治の有効性に大き

く寄与しているものと考えております。

　当社において、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準については、当社における会社

業務の監査と執行体制の強化や経営に関する客観性や中立性を高める上で重要な役割を担うことができること、及

び実効性、専門性及び独立性を勘案し総合的な見地から選任しております。

⑤役員報酬等

イ．役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

ストック
オプション

賞与

取締役

（社外取締役を除く。）
82 74 － 8 6

監査役

（社外監査役を除く。）
37 37 － － 3

社外役員 24 24 － － 6
 

（注）１．上記には、平成29年６月20日開催の第83期定時株主総会終結の時をもって退任した取締役５名を含ん

でおります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第60期定時株主総会において月額50百万円以内（た

だし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成28年６月20日開催の第82期定時株主総会において月額６百万円以内と決

議いただいております。
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５．当社は、平成28年６月20日開催の定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の役員退職慰労金

制度を廃止し、同株主総会終結後引き続いて在任する取締役及び監査役に対しては、役員退職慰労金

制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金を各氏の退任時に贈呈することを決議いたしてお

ります。これに基づき、当事業年度中に退任した取締役３名に対し役員退職慰労金を支給しておりま

す。

ロ．使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

　当社の使用人兼務役員の使用人分給与において、重要な該当事項はありません。

ハ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役の報酬については、中長期的な会社の業績や潜在的リスクを反映させ、健全な企業家精神の発揮に資す

るようなインセンティブ付けを行う一方で、過度な短期的利益を排除するべく、固定的報酬と業績連動報酬の割

合を適切に設定することとしております。

　具体的には、役割や事業貢献度等に応じた年間の固定給に加え、業績に応じた賞与から構成しており、決定に

際しては、公正かつ透明性の高い手続きとなるよう留意しつつ、会長・社長及び人事担当役員が上記方針に従

い、検討のうえ、株主総会にて決議された総額の範囲内において、社外取締役を含めた取締役会で決議しており

ます。

　また、社外取締役の報酬は、独立性の確保の観点から、固定報酬のみで構成しております。

　なお、役員退職慰労金制度は、平成28年6月20日開催の第82期定時株主総会終結の時をもって廃止しておりま

す。

⑥取締役の定数

　当社の取締役は15名以内とする旨を定款に定めております。

⑦取締役の選任の要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらない旨を定款で定めております。

⑧株主総会決議事項のうち取締役会で決議することができる事項

イ.自己の株式の取得の決定機関

　当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して財務政策等の経営諸施策を機動的に遂行する

ことを可能とするため、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議により市場取引等によって自己

の株式を取得することができる旨を定款に定めております。

ロ.中間配当に関する事項

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によっ

て中間配当をすることができる旨を定款に定めております。

ハ，取締役の責任免除

　当社は、取締役が期待される役割を十分に発揮できるように、会社法第426条第１項の規定により、取締役会

の決議をもって、取締役（取締役であった者を含む。）の会社法第423条第１項の責任について、職務を行うに

つき善意にしてかつ重大な過失がないときは、法令の限度においてその責任を免除することができる旨を定款に

定めております。

⑨株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使できる株主の議決権の

３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これ

は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするも

のであります。
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⑩株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

　22銘柄　1,166百万円

 

ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

　前事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱四国銀行 1,000,000 291 金融政策による投資目的

㈱ニコン 125,000 201 営業政策による投資目的

㈱高知銀行 904,484 118 金融政策による投資目的

㈱みずほフィナンシャルグルー

プ
502,960 102 金融政策による投資目的

ナカバヤシ㈱ 300,000 79 営業政策による投資目的

カシオ計算機㈱ 48,100 74 営業政策による投資目的

㈱セブン＆アイ・ホールディン

グス
12,300 53 営業政策による投資目的

キヤノンマーケティングジャパ

ン㈱
19,984 44 営業政策による投資目的

㈱タムロン 18,514 37 営業政策による投資目的

キヤノン㈱ 8,359 29 営業政策による投資目的

三井住友トラスト・ホールディ

ングス㈱
2,980 11 金融政策による投資目的

ユニー・ファミリーマートホー

ルディングス㈱
1,242 8 営業政策による投資目的

ノーリツ鋼機㈱ 3,600 3 営業政策による投資目的

㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ
240 0 金融政策による投資目的

富士フイルムホールディングス

㈱
200 0 営業政策による投資目的

㈱スタジオアリス 200 0 営業政策による投資目的

㈱プラザクリエイト 600 0 営業政策による投資目的
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　当事業年度

　特定投資株式

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額
（百万円）

保有目的

㈱四国銀行 200,000 299 金融政策による投資目的

㈱ニコン 125,000 237 営業政策による投資目的

㈱高知銀行 90,448 117 金融政策による投資目的

㈱みずほフィナンシャルグルー

プ
502,960 96 金融政策による投資目的

ナカバヤシ㈱ 150,000 91 営業政策による投資目的

カシオ計算機㈱ 48,100 76 営業政策による投資目的

キヤノンマーケティングジャパ

ン㈱
19,984 57 営業政策による投資目的

㈱セブン＆アイ・ホールディン

グス
12,300 56 営業政策による投資目的

㈱タムロン 18,514 41 営業政策による投資目的

キヤノン㈱ 8,359 32 営業政策による投資目的

三井住友トラスト・ホールディ

ングス㈱
2,980 12 金融政策による投資目的

ユニー・ファミリーマートホー

ルディングス㈱
1,242 11 営業政策による投資目的

ノーリツ鋼機㈱ 3,600 9 営業政策による投資目的

㈱三井住友フィナンシャルグ

ループ
240 1 金融政策による投資目的

富士フイルムホールディングス

㈱
200 0 営業政策による投資目的

㈱スタジオアリス 200 0 営業政策による投資目的

㈱プラザクリエイト本社 600 0 営業政策による投資目的
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（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

監査証明業務に基づく
報酬（百万円）

非監査業務に基づく
報酬（百万円）

提出会社 55 － 51 －

連結子会社 － － － －

計 55 － 51 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査日数、当社の規模、事業の特性等の要素を勘案して適切に決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成29年４月１日から平成30年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任

あずさ監査法人による監査を受けております。

 

３.連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構へ加入しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 16,579 15,647

受取手形及び売掛金 7,832 5,130

商品 10,842 10,471

原材料及び貯蔵品 695 745

前払費用 631 622

繰延税金資産 841 711

未収入金 2,782 2,412

その他 428 101

貸倒引当金 △63 △61

流動資産合計 40,571 35,781

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 14,108 13,679

減価償却累計額 △10,009 △10,052

建物及び構築物（純額） ※１ 4,098 ※１ 3,627

機械装置及び運搬具 1,262 1,229

減価償却累計額 △1,131 △1,095

機械装置及び運搬具（純額） 131 134

工具、器具及び備品 7,984 7,413

減価償却累計額 △5,827 △5,712

工具、器具及び備品（純額） 2,157 1,701

土地 ※１ 5,486 ※１ 5,486

リース資産 6,470 5,951

減価償却累計額 △2,874 △3,611

リース資産（純額） 3,595 2,340

建設仮勘定 175 0

有形固定資産合計 15,644 13,289

無形固定資産   

ソフトウエア 1,515 1,087

その他 621 644

無形固定資産合計 2,137 1,731

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 1,082 ※１ 1,166

長期貸付金 42 33

長期前払費用 129 100

繰延税金資産 1,859 1,303

敷金及び保証金 8,060 7,210

仕入先長期積立金 775 492

その他 52 51

貸倒引当金 △51 △46

投資その他の資産合計 11,950 10,311

固定資産合計 29,732 25,332

資産合計 70,304 61,114
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当連結会計年度
(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 11,137 7,129

短期借入金 300 300

1年内返済予定の長期借入金 7,343 6,183

未払金 1,681 1,560

リース債務 1,437 1,300

未払法人税等 689 836

未払消費税等 253 691

未払費用 2,457 2,243

賞与引当金 964 773

役員賞与引当金 15 13

店舗閉鎖損失引当金 142 1

資産除去債務 83 6

その他 342 404

流動負債合計 26,848 21,444

固定負債   

長期借入金 ※１ 18,227 ※１ 12,144

リース債務 2,523 1,357

退職給付に係る負債 4,412 4,206

商品保証引当金 286 259

資産除去債務 143 145

その他 725 555

固定負債合計 26,317 18,668

負債合計 53,166 40,113

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,852 3,903

資本剰余金 2,604 3,655

利益剰余金 11,573 13,135

自己株式 △12 △12

株主資本合計 17,017 20,682

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 246 307

退職給付に係る調整累計額 △232 △101

その他の包括利益累計額合計 14 205

非支配株主持分 106 112

純資産合計 17,137 21,001

負債純資産合計 70,304 61,114
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 141,322 126,850

売上原価 89,543 77,081

売上総利益 51,779 49,769

販売費及び一般管理費 ※１ 53,011 ※１ 46,974

営業利益又は営業損失（△） △1,231 2,794

営業外収益   

受取利息 2 1

受取配当金 24 24

受取手数料 63 86

仕入割引 121 76

貸倒引当金戻入額 13 6

受取地代家賃 33 37

その他 133 135

営業外収益合計 393 368

営業外費用   

支払利息 138 131

支払手数料 72 44

売上割引 4 3

貸倒引当金繰入額 1 0

株式交付費 － 17

その他 14 27

営業外費用合計 230 224

経常利益又は経常損失（△） △1,069 2,938

特別利益   

固定資産売却益 ※２ 6 ※２ 9

投資有価証券売却益 6 －

受取補償金 5 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 47

関係会社株式売却益 － ※３ 681

特別利益合計 17 738

特別損失   

固定資産除却損 ※６ 173 ※６ 115

減損損失 ※７ 846 ※７ 437

投資有価証券売却損 2 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 216 11

その他 ※４,※５ 23 ※４ 21

特別損失合計 1,261 586

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△）
△2,313 3,090

法人税、住民税及び事業税 564 839

法人税等調整額 △895 502

法人税等合計 △331 1,342

当期純利益又は当期純損失（△） △1,981 1,747

非支配株主に帰属する当期純利益 10 6

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△）
△1,991 1,741
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【連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△） △1,981 1,747

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 59 60

退職給付に係る調整額 127 130

その他の包括利益合計 ※ 187 ※ 191

包括利益 △1,794 1,939

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 △1,804 1,932

非支配株主に係る包括利益 10 6
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,852 2,604 13,923 △12 19,367

当期変動額      

剰余金の配当   △357  △357

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

  △1,991  △1,991

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 － － △2,349 － △2,349

当期末残高 2,852 2,604 11,573 △12 17,017

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 186 △360 △173 95 19,289

当期変動額      

剰余金の配当     △357

親会社株主に帰属する当期
純損失（△）

    △1,991

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

59 127 187 10 197

当期変動額合計 59 127 187 10 △2,152

当期末残高 246 △232 14 106 17,137
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当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 2,852 2,604 11,573 △12 17,017

当期変動額      

新株の発行 1,051 1,051   2,103

剰余金の配当   △178  △178

親会社株主に帰属する当期
純利益

  1,741  1,741

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 1,051 1,051 1,562 △0 3,665

当期末残高 3,903 3,655 13,135 △12 20,682

 

      

 その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 246 △232 14 106 17,137

当期変動額      

新株の発行     2,103

剰余金の配当     △178

親会社株主に帰属する当期
純利益

    1,741

自己株式の取得     △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

60 130 191 6 198

当期変動額合計 60 130 191 6 3,863

当期末残高 307 △101 205 112 21,001
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純

損失（△）
△2,313 3,090

減価償却費 3,582 3,296

減損損失 846 437

貸倒引当金の増減額（△は減少） △11 △6

賞与引当金の増減額（△は減少） 14 △150

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） 142 △141

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △13 △1

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 295 156

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △703 －

商品保証引当金の増減額（△は減少） △19 △26

受取利息及び受取配当金 △27 △26

支払利息 138 131

投資有価証券売却損益（△は益） △3 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △681

株式交付費 － 17

有形固定資産売却損益（△は益） △4 △9

固定資産除却損 140 99

売上債権の増減額（△は増加） △18 1,696

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,874 165

その他の資産の増減額（△は増加） 382 690

仕入債務の増減額（△は減少） △2,909 △3,179

その他の負債の増減額（△は減少） △1,303 402

その他 799 △243

小計 888 5,716

利息及び配当金の受取額 26 27

利息の支払額 △140 △127

法人税等の支払額 △388 △615

営業活動によるキャッシュ・フロー 387 5,000

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △1,418 △1,418

定期預金の払戻による収入 1,418 1,418

有形固定資産の取得による支出 △1,880 △845

有形固定資産の売却による収入 12 11

無形固定資産の取得による支出 △653 △209

投資有価証券の売却による収入 46 0

敷金及び保証金の差入による支出 △329 △73

敷金及び保証金の回収による収入 629 973

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による

収入
－ ※３ 1,194

貸付けによる支出 △5 △0

貸付金の回収による収入 4 9

資産除去債務の履行による支出 △62 △160

投資その他の資産の増減額（△は増加） △11 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,249 883
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,160 －

長期借入れによる収入 21,300 100

長期借入金の返済による支出 △6,417 △7,343

株式の発行による収入 － 2,085

自己株式の取得による支出 － △0

配当金の支払額 △358 △178

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,512 △1,480

財務活動によるキャッシュ・フロー 11,851 △6,816

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,989 △932

現金及び現金同等物の期首残高 5,423 15,412

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 15,412 ※１ 14,480
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1）連結子会社の数　　　　　5社

　主要な連結子会社の名称

　㈱ラボネットワーク

　㈱キタムラトレードサービス

　㈱ビコムキタムラ

　㈱キタムラピーシーデポ

　㈱ラボ生産

　なお、前連結会計年度において連結子会社でありました、株式会社キタムラメディカルは、平成29年10月

31日に全株式を譲渡したため、連結の範囲から除外しております。

(2）非連結子会社の名称等

　非連結子会社はありません。

 

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

４．会計方針に関する事項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券

　その他有価証券

　時価のあるもの

　連結会計年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの

　移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産

　商品、原材料

　主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

　貯蔵品

　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

ハ．デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

　時価法

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　　２～50年

　工具、器具及び備品　　２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。
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ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

(3）重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

ハ．役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。

ニ．商品保証引当金

　販売商品の保証に基づく修理費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき将来の保証見込額を計上し

ております。

ホ．店舗閉鎖損失引当金

　店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、将来の損失見込額を計上しております。

(4）退職給付に係る会計処理の方法

イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につい

ては、期間定額基準によっております。

ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、発生時に一括費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により按分した金額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

ハ．小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

ニ．未認識数理計算上の差異の会計処理方法

　未認識数理計算上の差異は、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給

付に係る調整累計額に計上しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

イ．ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについて特例処理の条件を充たしている場合

には特例処理を採用しております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

　ヘッジ手段…金利スワップ

　ヘッジ対象…借入金

ハ．ヘッジ方針

　主に当社の社内規程に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。

　ただし、特例処理によっている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

(6）繰延資産の処理方法

　株式交付費…支出時に全額費用処理しております。

(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３カ月以内に償還期限の致来する短期投資からなっております。

(8）消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。
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（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（未適用の会計基準等）

（税効果会計に係る会計基準の適用指針等）

・「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２月16日改正　企業会

計基準委員会）

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成30年２月16日最終改

正　企業会計基準委員会）

 

(1）概要

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効果会計に関する実務指針

を企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内容を踏襲した上で、必要と考えられる以下の見直

しが行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

・個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

・（分類１）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

 

(2）適用予定日

　平成31年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点

で評価中であります。

 

（収益認識に関する会計基準等）

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基準委員会）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３月30日　企業会計基

準委員会）

 

(1）概要

　国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収益認識に関する包括的な

会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASB

においてはTopic606）を公表しており、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606

は平成29年12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員会において、

収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公表されたものです。

　企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方針として、IFRS第15号と整

合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れるこ

とを出発点とし、会計基準を定めることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項

目がある場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされております。

 

(2）適用予定日

　平成34年３月期の期首から適用します。

 

(3）当該会計基準等の適用による影響

　「収益認識に関する会計基準」等の適用による連結財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中で

あります。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「その他」に含めて表示しておりました「営業外収益」の「受取地代家賃」（前連

結会計年度33百万円）は、営業外収益の総額の100分の10以上となったため、当連結会計年度より独立掲記し表

示しております。

　この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。
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（追加情報）

（厚生年金基金の解散について）

　当社が加入する「東京実業厚生年金基金」は、平成28年７月20日に開催された代議員会での解散決議に基づき

解散認可を申請し、厚生労働省より平成28年９月30日付で基金解散が認可されました。なお、基金の解散による

負担額はありません。

 

（連結貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

建物及び構築物 224百万円 207百万円

土地 2,806 2,806

投資有価証券 4 3

計 3,034 3,017

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

長期借入金 3,944百万円 3,943百万円

 

２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行16行とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 10,000 10,000

 

（連結損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

給料及び手当 18,735百万円 16,925百万円

退職給付費用 576 518

賞与引当金繰入額 962 771

役員賞与引当金繰入額 15 13

役員退職慰労引当金繰入額 20 －

支払手数料 5,691 5,362

賃借料 9,241 8,420

貸倒引当金繰入額 0 －

 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

機械装置及び運搬具 6百万円 9百万円

工具、器具及び備品 0 －

計 6 9
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※３．関係会社株式売却益

　前連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

　関係会社株式売却益は、当社連結子会社であった株式会社キタムラメディカルの全株式を譲渡したものであ

ります。

 

※４．特別損失その他の主なものは次のとおりであります。

　前連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

　その他の内容はリース資産解約損及び固定資産売却損であります。

 

　当連結会計年度（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

　その他の内容はリース資産解約損であります。

 

※５．特別損失の「その他」に含まれる固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物及び構築物 0百万円 －百万円

工具、器具及び備品 0 －

計 1 －

 

※６．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物及び構築物 92百万円 28百万円

機械装置及び運搬具 0 0

工具、器具及び備品 48 37

ソフトウエア 0 33

店舗撤去費用等 32 15

計 173 115
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※７．減損損失

　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

場所 用途 種類

北海道・東北地区 営業店舗15店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、リー

ス資産、リース資産減損勘定

（注）

関東地区 営業店舗39店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、長期

前払費用、リース資産、リース資

産減損勘定（注）

中部地区 営業店舗38店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、リー

ス資産、リース資産減損勘定

（注）

近畿地区 営業店舗26店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、長期

前払費用、リース資産、リース資

産減損勘定（注）

中国地区 営業店舗10店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、長期

前払費用、リース資産、リース資

産減損勘定（注）

四国地区 営業店舗９店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、リー

ス資産、リース資産減損勘定

（注）

九州地区 営業店舗20店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、長期

前払費用、リース資産、リース資

産減損勘定（注）

本社 遊休資産 電話加入権

本社 事業用資産
建物及び構築物、工具、器具及び

備品、土地

（注）所有権移転外ファイナンス・リース取引により使用しているリース資産で、賃貸借取引に係る方法に準

じて会計処理を行っているものであります。

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位としてグルーピングし

ております。

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる店舗、閉店が予定されている店舗について、帳簿価額を

回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（738百万円）として特別損失に計上しております。その内

訳は建物及び構築物342百万円、機械装置及び運搬具10百万円、工具、器具及び備品150百万円、リース資産

171百万円、リース資産減損勘定18百万円、長期前払費用２百万円、店舗撤去費用等42百万円であります。

　なお、営業店舗の回収可能価額については使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく

使用価値がマイナスであるものは回収可能価額をゼロと判断し、備忘価格をもって評価しております。

　また、遊休資産となった電話加入権については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（11百万円）として特別損失に計上しております。なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、売却が困難である遊休資産については備忘価額をもって評価しております。

　計画変更により当初予定していた収益が見込めなくなった事業用資産については、帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失（96百万円）として特別損失に計上しております。その内訳は建物及び構

築物14百万円、工具、器具及び備品０百万円、土地81百万円であります。

　なお、事業用資産の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを1.6％で割り

引いて算出しております。
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　当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

場所 用途 種類

北海道・東北地区 営業店舗11店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、長期

前払費用、リース資産

関東地区
営業店舗31店舗

神奈川営業所

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、長期

前払費用、リース資産、リース資

産減損勘定（注）

中部地区 営業店舗19店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、長期

前払費用、リース資産、リース資

産減損勘定（注）

近畿地区 営業店舗16店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、長期

前払費用、リース資産

中国地区 営業店舗３店舗

建物及び構築物、工具、器具及び

備品、リース資産、リース資産減

損勘定（注）

四国地区 営業店舗７店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、リー

ス資産、リース資産減損勘定

（注）

九州地区 営業店舗10店舗

建物及び構築物、機械装置及び運

搬具、工具、器具及び備品、リー

ス資産

本社 遊休資産 電話加入権

（注）所有権移転外ファイナンス・リース取引により使用しているリース資産で、賃貸借取引に係る方法に準

じて会計処理を行っているものであります。

　当社グループは、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として主に店舗を基本単位としてグルーピングし

ております。

　営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなる店舗、閉店が予定されている店舗、営業所について、帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（375百万円）として特別損失に計上しておりま

す。その内訳は建物及び構築物142百万円、機械装置及び運搬具11百万円、工具、器具及び備品89百万円、

リース資産92百万円、リース資産減損勘定２百万円、長期前払費用４百万円、店舗撤去費用等31百万円であり

ます。

　なお、営業店舗の回収可能価額については使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローに基づく

使用価値がマイナスであるものは回収可能価額をゼロと判断し、備忘価格をもって評価しております。

　また、遊休資産となった電話加入権については帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失

（62百万円）として特別損失に計上しております。なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額によ

り測定しており、売却が困難である遊休資産については備忘価額をもって評価しております。
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（連結包括利益計算書関係）

※その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 57百万円 83百万円

組替調整額 △3 －

税効果調整前 54 83

税効果額 5 △23

その他有価証券評価差額金 59 60

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 31 41

組替調整額 151 147

税効果調整前 183 188

税効果額 △55 △57

退職給付に係る調整額 127 130

その他の包括利益合計 187 191

 

（連結株主資本等変動計算書関係）

　前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 17,918,252 － － 17,918,252

合計 17,918,252 － － 17,918,252

自己株式     

普通株式 23,986 － － 23,986

合計 23,986 － － 23,986

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月20日

定時株主総会
普通株式 357 20 平成28年３月31日 平成28年６月21日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月20日

定時株主総会
普通株式 178 利益剰余金 10 平成29年３月31日 平成29年６月21日
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　当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注）１ 17,918,252 3,000,000 － 20,918,252

合計 17,918,252 3,000,000 － 20,918,252

自己株式     

普通株式（注）２ 23,986 93 － 24,079

合計 23,986 93 － 24,079

（注）１．普通株式の発行済株式の増加数3,000,000株は、第三者割当によるものであります。

２．普通株式の自己株式の増加株式数93株は、単元未満株式の買取によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月20日

定時株主総会
普通株式 178 10 平成29年３月31日 平成29年６月21日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成30年６月28日

定時株主総会
普通株式 417 利益剰余金 20 平成30年３月31日 平成30年６月29日

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

現金及び預金勘定 16,579百万円 15,647百万円

預入期間が３カ月を超える定期預金 △1,167 △1,167 

現金及び現金同等物 15,412 14,480 

 

２．重要な非資金取引の内容

　ファイナンス・リース取引に係る資産及び債務の額

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

ファイナンス・リース取引に係る資産及び

債務の額
1,383百万円 178百万円
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※３．当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でなくなった会社の資産及び負債の主な内訳

　当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　株式の売却により株式会社キタムラメディカルが連結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び負債

の内訳並びに株式会社キタムラメディカル株式の売却価額と売却による収入は次のとおりであります。

 

流動資産 1,546百万円

固定資産 439 

流動負債 △922 

固定負債 △245 

関係会社株式売却益 681 

株式会社キタムラメディカル株式の売却価額 1,500 

株式会社キタムラメディカル現金及び現金同等物 △305 

差引：連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 1,194 

 

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1）リース資産の内容

　有形固定資産

　主として、店舗販売事業における生産設備、ストレージサービス用機器（「機械装置及び運搬具」、「工

具、器具及び備品」）であります。

 

(2)リース資産の減価償却の方法

　連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計方針に関する事項　(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また資金調達については銀行借入による

方針であります。デリバティブ取引は、為替変動リスクや借入金などの金利変動リスクを回避するために利

用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、未収入金、仕入先長期積立金、敷金及び保証金は、取引先の信用リ

スクに晒されております。また、一部の連結子会社は、外貨建の営業債権を有しており、為替変動リスクに

晒されております。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金のうち短期借入金は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として５年以内）及

びファイナンス・リース取引によるリース債務は、主として設備投資に係る資金調達であります。変動金利

の借入金は金利の変動リスクに晒されております。

　また、営業債務、借入金及びファイナンス・リース取引によるリース債務は流動性リスクに晒されており

ます。

　なお、デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利変動リスクのヘッジを目的とした金利スワップ取引で

あります。
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(3）金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金、未収入金の信用リスクに関しては、期日管理及び残高管理を行うと

ともに、仕入先長期積立金の信用リスクに関しては、当社グループの購買管理規程に従い、また、敷金及び

保証金の信用リスクに関しては、開発規程（店舗展開に関する規程）に従い、取引先ごとの期日管理及び残

高管理を行うとともに、主要な取引先の信用状況を把握する体制としております。

　投資有価証券は、そのほとんどが業務上の取引関係を有する主要な企業の株式であり、定期的に把握され

た時価が取締役会に報告されております。

　営業債務、借入金及びファイナンス・リース取引によるリース債務の流動性リスクに関して、当社グルー

プでは、各社の資金繰りを経理財務部で一括して、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法にて管理して

おります。

　また、借入金に係る支払金利の変動リスクに関しては市場金利の動向を継続的に把握することによりその

抑制に努めております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引の利用目的、取引方針、権限及び手続を定めたデリバ

ティブ管理規程に従い実行し、その内容については定期的に経理財務部長に報告することとしております。

また、取引の契約先は信用リスクを軽減するため、格付の高い金融機関を使用することとしております。

 

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することもあります。

　また、「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、

その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 

２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 16,579 16,579 －

(2）受取手形及び売掛金 7,832 7,832 －

(3）未収入金 2,782 2,782 －

(4）投資有価証券 1,057 1,057 －

(5）敷金及び保証金 8,060 8,048 △11

(6）仕入先長期積立金 775 775 －

　 資産計 37,089 37,077 △11

(1）支払手形及び買掛金 11,137 11,137 －

(2）短期借入金 300 300 －

(3) １年内返済予定の長期借入金 7,343 7,343 －

(4）未払金 1,681 1,681 －

(5) 長期借入金 18,227 18,235 8

(6) リース債務(*) 3,960 3,947 △12

　 負債計 42,650 42,646 △4

　 デリバティブ取引 － － －

(*)流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。
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　当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）現金及び預金 15,647 15,647 －

(2）受取手形及び売掛金 5,130 5,130 －

(3）未収入金 2,412 2,412 －

(4）投資有価証券 1,141 1,141 －

(5）敷金及び保証金 7,210 7,200 △10

(6）仕入先長期積立金 492 492 －

　 資産計 32,035 32,025 △10

(1）支払手形及び買掛金 7,129 7,129 －

(2）短期借入金 300 300 －

(3) １年内返済予定の長期借入金 6,183 6,183 －

(4）未払金 1,560 1,560 －

(5) 長期借入金 12,144 12,146 2

(6) リース債務(*) 2,658 2,652 △5

　 負債計 29,975 29,972 △3

　 デリバティブ取引 － － －

(*)流動負債のリース債務と固定負債のリース債務を合算して表示しております。

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(1）現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、(3)未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(4）投資有価証券

　これらの時価については、株式等は取引所の価格によっております。

　また、保有目的ごとの有価証券に関する事項は、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

(5）敷金及び保証金

　これらの時価は、その将来キャッシュ・フローを回収する期間及び一定の期間ごとに区分した債権ごとに

信用リスクを加味した利率により割り引いた現在価値によっております。

(6）仕入先長期積立金

　これらは一定期間ごとに金利が更改されているため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

 

負　債

(1）支払手形及び買掛金、(2)短期借入金、(3)１年内返済予定の長期借入金、(4)未払金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(5）長期借入金

　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率により割

り引いた現在価値によっております。

(6）リース債務

　リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想定される利率に

より割り引いた現在価値によっております。

デリバティブ取引

注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）
 

区分
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
当連結会計年度

（平成30年３月31日）

非上場株式 24 24

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、「資産（4）投資有価証券」には含めておりません。

 

（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 16,579 － － －

受取手形及び売掛金 7,832 － － －

未収入金 2,782 － － －

敷金及び保証金 1,999 4,387 1,093 580

仕入先長期積立金 － － － 775

合計 29,194 4,387 1,093 1,356

 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
５年以内
（百万円）

５年超
10年以内
（百万円）

10年超
（百万円）

現金及び預金 15,647 － － －

受取手形及び売掛金 5,130 － － －

未収入金 2,412 － － －

敷金及び保証金 1,992 3,896 785 536

仕入先長期積立金 － － － 492

合計 25,182 3,896 785 1,028

（注）１.敷金及び保証金については、契約満了日にて、償還されるものとして、償還予定日を算出してお

ります。ただし、大部分の契約は終了せず、更新する見込であります。

２.仕入先長期積立金については、営業取引保証金であり、営業取引の継続中は原則として償還を予

定していないため、契約上連結決算日後10年間における償還予定額はありません。

 

（注）４．短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 300 － － － － －

長期借入金 7,343 6,083 5,075 4,182 2,242 643

リース債務 1,437 1,275 807 407 33 －

合計 9,080 7,358 5,883 4,589 2,275 643

 

EDINET提出書類

株式会社キタムラ(E03247)

有価証券報告書

54/90



 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）

 
１年以内
（百万円）

１年超
２年以内
（百万円）

２年超
３年以内
（百万円）

３年超
４年以内
（百万円）

４年超
５年以内
（百万円）

５年超
（百万円）

短期借入金 300 － － － － －

長期借入金 6,183 5,075 4,182 2,242 428 215

リース債務 1,300 835 444 64 13 －

合計 7,783 5,911 4,626 2,306 442 215

 

（有価証券関係）

１．その他有価証券

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 1,057 766 291

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,057 766 291

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1,057 766 291

(注）非上場株式（連結貸借対照表計上額24百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。
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　当連結会計年度（平成30年３月31日）

 種類
連結貸借対照表計上額

（百万円）
取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

(1）株式 1,141 766 375

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 1,141 766 375

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

(1）株式 － － －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

合計 1,141 766 375

(注）非上場株式（連結貸借対照表計上額24百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

２．売却したその他有価証券

　前連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

種類 売却額（百万円）
売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

(1）株式 14 6 －

(2）債券    

①　国債・地方債等 － － －

②　社債 － － －

③　その他 － － －

(3）その他 31 － 2

小計 46 6 2

 

　当連結会計年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

　該当事項はありません。
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　該当事項はありません。

 

２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1）通貨関連

　該当事項はありません。

(2）金利関連

　前連結会計年度（平成29年３月31日）

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの

特例処理

 

金利スワップ取引

支払固定・受取変動

 

長期借入金 100 － （注）

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

　当連結会計年度（平成30年３月31日）

　該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

　当社グループは、従業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

　確定給付企業年金制度（積立型制度）では、給与と勤務期間に基づいた一時金又は年金を支給しておりま

す。

　退職一時金制度（非積立型制度）では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しており

ます。

　なお、東京実業厚生年金基金は、平成28年７月20日に開催された代議員会での解散決議に基づき解散認可を

申請し、厚生労働省より平成28年９月30日付で基金解散が認可されました。基金の解散による負担額はありま

せん。

　また、一部の連結子会社が有する退職一時金制度及び確定給付年金制度は、簡便法により退職給付に係る負

債及び退職給付費用を計算しております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

 

前連結会計年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日）

退職給付債務の期首残高 5,362百万円 5,476百万円

　勤務費用 344 340

　利息費用 10 13

　数理計算上の差異の発生額 △5 △25

　退職給付の支払額 △234 △345

退職給付債務の期末残高 5,476 5,459

 

(2）年金資産の期首残高と期末残高の調整表（簡便法を適用した制度を除く）

 

前連結会計年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日）

年金資産の期首残高 1,551百万円 1,607百万円

　期待運用収益 15 16

　数理計算上の差異の発生額 25 15

　事業主からの拠出額 96 99

　退職給付の支払額 △82 △122

年金資産の期末残高 1,607 1,615

 

(3）簡便法を適用した制度の、退職給付に係る負債の期首残高と期末残高の調整表

 

前連結会計年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日）

退職給付に係る負債の期首残高 489百万円 542百万円

　退職給付費用 87 50

　退職給付の支払額 △29 △74

　制度への拠出額 △5 17

　連結除外による減少 － △173

退職給付に係る負債の期末残高 542 362
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(4）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付

に係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 2,206百万円 2,197百万円

年金資産 △1,822 △1,836

 384 361

非積立型制度の退職給付債務 4,028 3,845

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,412 4,206

 

退職給付に係る負債 4,412 4,206

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 4,412 4,206

（注）簡便法を適用した制度を含みます。

 

(5）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

前連結会計年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日）

勤務費用 344百万円 340百万円

利息費用 10 13

期待運用収益 △15 △16

数理計算上の差異の費用処理額 151 147

簡便法で計算した退職給付費用 87 50

その他 19 0

確定給付制度に係る退職給付費用 598 536

（注）その他の項目には割増退職金（前連結会計年度１百万円、当連結会計年度０百万円）及び複数事業主

制度の厚生年金基金への拠出額（前連結会計年度18百万円、当連結会計年度－百万円）を含めており

ます。

 

(6）退職給付に係る調整額

　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 

前連結会計年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

当連結会計年度

（自　平成29年４月１日

至　平成30年３月31日）

数理計算上の差異 △183百万円 △188百万円

合計 △183 △188

 

(7）退職給付に係る調整累計額

　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

未認識数理計算上の差異 334百万円 146百万円

合計 334 146
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(8）年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

一般勘定 80.13％ 82.38％

国内債券 7.29 8.11

外国株式 4.35 3.58

国内株式 4.05 3.67

外国債券 1.75 1.71

その他資産 2.43 0.55

合計 100.00 100.00

 

②長期期待運用収益率の設定方法

　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構

成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 

(9）数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

割引率 0.25％ 0.22％

長期期待運用収益率 1.00 1.00

 

３．複数事業主制度

　確定拠出制度と同様に会計処理する、複数事業主制度の厚生年金基金制度への要拠出額は、前連結会計年度

18百万円、当連結会計年度－百万円であります。

(1）複数事業主制度の直近の積立状況

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日現在）

当連結会計年度

（平成29年３月31日現在）

年金資産の額 141,082百万円 －百万円

年金財政計算上の数理債務の額と

最低責任準備金の額との合計額
185,359 －

差引額 △44,276 －

 

(2）複数事業主制度の掛金に占める当社グループの割合

　前連結会計年度　0.64％　（平成28年３月31日現在）

　当連結会計年度　 －％　（平成29年３月31日現在）

(3）補足説明

　上記(1)の差引額の主な要因は、年金財政計算上の過去勤務債務残高（平成28年３月31日現在30,323百万

円、平成29年３月31日現在－百万円）及び繰越不足金（平成28年３月31日現在13,953百万円、平成29年３月

31日現在－百万円）であります。

　本制度における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利均等償却であり、当社グループは連結財務諸表

上、当該償却に充てられる特別掛金（前連結会計年度９百万円、当連結会計年度－百万円）を費用処理して

おります。

　なお、上記(2)の割合は当社グループの実際の負担割合とは一致しません。

 

（ストック・オプション等関係）

　該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産    

繰越欠損金 697百万円 309百万円

賞与引当金 297  239

退職給付に係る負債 1,352  1,296

減価償却一括償却資産 9  6

連結未実現利益 1  1

長期未払金 174  131

商品保証引当金 87  79

減損損失 238  272

資産除去債務 43  45

店舗閉鎖損失引当金 71  2

その他 249  221

繰延税金資産小計 3,224  2,606

評価性引当額 △366  △413

繰延税金資産合計 2,857  2,193

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △2  △2

その他有価証券評価差額金 △45  △68

土地評価差額 △96  △96

除去債務資産 △12  △11

繰延税金負債合計 △157  △178

繰延税金資産の純額 2,700  2,014

（注）前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含

まれております。

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）
 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

流動資産－繰延税金資産 841百万円 711百万円

固定資産－繰延税金資産 1,859  1,303

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成29年３月31日）

 

 

当連結会計年度

（平成30年３月31日）

法定実効税率 －  30.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 －  0.4

受取配当等永久に益金に算入されない項目 －  △0.0

税額控除 －  △0.0

住民税均等割額等 －  10.3

評価性引当額 －  1.5

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  △0.5

連結子会社の適用税率差 －  0.8

その他 －  0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  43.4

（注）前連結会計年度は、税金等調整前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

　事業分離

１．事業分離の概要

(1）分離先企業の名称

　富士フイルムメディカル株式会社

(2）分離した事業の内容

　連結子会社：株式会社キタムラメディカル

　事業の内容：レントゲンフィルム、医療用機器・画像処理システムの販売及びメンテナンス

(3）事業分離を行った主な理由

　当社は、事業の長期的な成長を重視し、社会のデジタル化に対応した写真事業への変革を目指し、写真の

新たな楽しみ方を可能とするビジネスモデルの早期確立に取り組んでいるところです。この戦略を推進して

いくために、この度当社は、当社の持つ経営資源を効率的に活用し、事業展開を加速することを目的とし

て、株式会社キタムラメディカルの株式を譲渡することを決定致しました。尚、株式会社キタムラメディカ

ルの医療用機器卸販売事業は、四国内において堅調な販売実績があり、これまで当社グループに貢献してき

ましたが、今後の同事業のさらなる発展について検討を進めた結果、シナジー効果が期待できる富士フイル

ムメディカル株式会社に対して株式を譲渡することが最も適切であると判断致しました。

(4）事業分離日

　平成29年10月31日

　なお、平成29年９月30日までの株式会社キタムラメディカルの損益計算書については、連結の対象として

おります。

(5）法的形式を含む取引の概要

　受取対価を現金とする株式譲渡

 

２．実施した会計処理の概要

(1）移転損益の金額

　関係会社株式売却益　681百万円

(2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

　流動資産　1,546百万円

　固定資産　　439

　資産合計　1,986

　流動負債　　922

　固定負債　　245

　負債合計　1,167

(3）会計処理

　株式会社キタムラメディカルの連結上の帳簿価額と売却額との差額を関係会社株式売却益として特別利益

に計上しております。

 

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント

　医療用機器卸販売

　なお、当該売却によって医療用機器卸販売事業セグメントは無くなりました。

 

４．当連結会計年度に係る連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　　　　　　累計期間

　売上高　　2,096百万円

　営業利益　　 39

 

（資産除去債務関係）

　資産除去債務の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。

 

（賃貸等不動産関係）

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため注記を省略しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が経営資源の分配の決定及び業績を評価するために、定期的な検証を行う対象となっているものであ

ります。

　当社グループは、多様化する顧客のニーズに合わせた販売形態を主軸としながら、取り扱う商品・サービス

について包括的な戦略を立案し事業活動を展開しております。

　したがって、販売形態別のセグメントから構成されており、「店舗販売事業」「レンタル事業」「服飾卸販

売事業」「写真卸販売事業」及び「医療用機器卸販売事業」の５つを報告セグメントとしております。

　「店舗販売事業」はカメラ等の販売、写真プリントサービス、証明写真や記念写真の撮影サービス等を店頭

にて提供しております。

　「レンタル事業」はカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社のフランチャイジーとしてＤＶＤやＣＤ

のレンタルを中心に「ＴＳＵＴＡＹＡ」事業を行っております。

　「服飾卸販売事業」は服飾雑貨等の輸入卸販売を行っており、主に「ＯＵＴＤＯＯＲ ＰＲＯＤＵＣＴＳ」

商品を取り扱っております。

　「写真卸販売事業」は映像・写真関連商品、プリント現像処理サービス及びデジタル加工処理サービスを取

り扱っております。

　「医療用機器卸販売事業」は医療用機器、画像情報システム、レントゲンフィルム等の卸販売、医療機器の

メンテナンス等を取り扱っております。

　なお、「医療用機器卸販売事業」につきましては、平成29年10月31日付で株式会社キタムラメディカルの全

株式を売却したことにより、第３四半期連結会計期間より同社を連結の範囲から除外しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。

　セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

         （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

連結

財務諸表

計上額

（注）３
 店舗販売 レンタル

服飾卸

販売

写真卸

販売

医療用機器

卸販売
計

売上高           

外部顧客への売上高 123,907 5,020 1,513 5,111 5,188 140,741 581 141,322 － 141,322

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － 43 395 － 438 － 438 △438 －

計 123,907 5,020 1,557 5,506 5,188 141,180 581 141,761 △438 141,322

セグメント利益又は損失

（△）
△1,489 66 145 196 219 △862 23 △839 △229 △1,069

セグメント資産 64,709 2,052 773 2,397 2,792 72,725 300 73,026 △2,722 70,304

セグメント負債 48,183 1,726 631 1,719 1,851 54,111 35 54,146 △980 53,166

その他の項目           

減価償却費 2,885 380 0 302 10 3,580 2 3,582 △0 3,582

受取利息 23 0 0 0 0 24 － 24 △21 2

支払利息 135 12 1 10 0 159 － 159 △21 138

特別利益 126 － － 0 － 126 － 126 △109 17

（抱合せ株式消滅差

益）
109 － － － － 109 － 109 △109 －

（固定資産売却益） 6 － － 0 － 6 － 6 － 6

（投資有価証券売却

益）
6 － － － － 6 － 6 － 6

特別損失 1,208 38 － 13 1 1,261 0 1,261 － 1,261

（固定資産除却損） 170 0 － 0 1 173 0 173 － 173

（減損損失） 808 37 － 0 － 846 － 846 － 846

（店舗閉鎖損失引当

金繰入額）
216 － － － － 216 － 216 － 216

セグメント有形固定資

産及び無形固定資産の

増加額

3,322 467 10 302 13 4,116 1 4,117 △0 4,117

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコン販売事業等を

含んでおります。

２．セグメント利益又は損失の調整額△229百万円には、当社グループ間の受取配当金の相殺△229百万

円、グループ会社間の未実現損益の調整による影響額０百万円が含まれております。

　セグメント資産の調整額△2,722百万円には、繰延税金資産102百万円、資本連結消去額△1,507百

万円、債権債務消去額△1,315百万円及びその他調整額△２百万円が含まれております。

　セグメント負債の調整額△980百万円には、退職給付に係る負債の調整額334百万円及び債権債務消

去額△1,315百万円が含まれております。

３．セグメント利益又は損失は、連結財務諸表の経常損失と調整を行っております。
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　当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

         （単位：百万円）

 報告セグメント

その他

（注）１
合計

調整額

（注）２

連結

財務諸表

計上額

（注）３
 店舗販売 レンタル

服飾卸

販売

写真卸

販売

医療用機器

卸販売
計

売上高           

外部顧客への売上高 112,476 5,360 1,268 5,070 2,096 126,273 576 126,850 － 126,850

セグメント間の内部売

上高又は振替高
－ － 28 344 － 373 － 373 △373 －

計 112,476 5,360 1,297 5,415 2,096 126,647 576 127,223 △373 126,850

セグメント利益 2,870 41 93 233 84 3,324 22 3,346 △408 2,938

セグメント資産 57,843 2,041 671 2,399 － 62,954 331 63,286 △2,171 61,114

セグメント負債 37,431 1,695 562 1,712 － 41,402 49 41,452 △1,338 40,113

その他の項目           

減価償却費 2,637 349 1 301 5 3,294 2 3,296 0 3,296

受取利息 23 0 0 0 0 24 － 24 △22 1

支払利息 128 14 1 8 0 154 － 154 △22 131

特別利益 56 － － － 681 738 － 738 － 738

（固定資産売却益） 9 － － － － 9 － 9 － 9

（店舗閉鎖損失引当

金戻入額）
47 － － － － 47 － 47 － 47

（関係会社株式売却

益）
－ － － － 681 681 － 681 － 681

特別損失 576 0 － 9 － 586 0 586 － 586

（固定資産除却損） 114 0 － 0 － 115 0 115 － 115

（減損損失） 433 － － 4 － 437 － 437 － 437

（店舗閉鎖損失引当

金繰入額）
11 － － － － 11 － 11 － 11

セグメント有形固定資

産及び無形固定資産の

増加額

597 283 － 168 18 1,069 1 1,070 － 1,070

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、パソコン販売事業等を

含んでおります。

２．セグメント利益の調整額△408百万円には、当社グループ間の受取配当金の相殺△408百万円、グ

ループ会社間の未実現損益の調整による影響額０百万円が含まれております。

　セグメント資産の調整額△2,171百万円には、繰延税金資産44百万円、資本連結消去額△729百万

円、債権債務消去額△1,484百万円及びその他調整額△２百万円が含まれております。

　セグメント負債の調整額△1,338百万円には、退職給付に係る負債の調整額146百万円及び債権債務

消去額△1,484百万円が含まれております。

３．セグメント利益は、連結財務諸表の経常利益と調整を行っております。

 

EDINET提出書類

株式会社キタムラ(E03247)

有価証券報告書

65/90



【関連情報】

　前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が、連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。

 

　当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

　製品及びサービスの区分が報告セグメント区分と同一であるため、記載を省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が、連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　本邦に所在している有形固定資産の金額が、連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありま

せん。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

　当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　前連結会計年度（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自 平成29年４月１日 至 平成30年３月31日）

　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

　関連当事者との取引

　連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

(ア）連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等

　前連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(イ）連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の関係会社の子

会社等

　前連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

(ウ）連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

　前連結会計年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当連結会計年度（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

１株当たり純資産額 951.79円 999.73円

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純

損失（△）
△111.31円 85.38円

（注）１．当連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。なお、前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社

株主に帰属する当期純損失（△）

（百万円）

△1,991 1,741

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純

利益又は親会社株主に帰属する当期純損失

（△）（百万円）

△1,991 1,741

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,894 20,392
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（重要な後発事象）

（当社に対する公開買付け）

　当社は、平成30年５月15日開催の取締役会において、CKホールディングス株式会社（以下「公開買付者」とい

います。）による当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付

け」といいます。）に関して賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募

することを推奨する旨の決議をいたしました。

　なお、当該取締役会決議は、公開買付者及びその完全親会社であるカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式

会社（以下「ＣＣＣ」といいます。）が本公開買付け及びその後の一連の手続を経て、当社株式全てを取得する

ことを企図していること及び当社株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものです。

　本公開買付けは、平成30年６月26日に成立し、応募株券については、平成30年７月３日に決済が開始されるこ

とが予定されております。

１．公開買付者の概要

(1）名称 CKホールディングス株式会社

(2）所在地 東京都渋谷区南平台町16番17号

(3）代表者の役職・氏名 代表取締役社長　武田　宣

(4）事業内容 当社株式の取得及び保有

(5）資本金 10百万円（平成30年５月15日現在）

(6）設立年月日 平成30年４月６日

(7）大株主及び持株比率（平成30年５月15日現

在）
ＣＣＣ　100%

(8）当社と公開買付者の関係

 

資本関係

該当事項はありません。

なお、公開買付者の完全親会社であるＣＣＣは、平

成30年５月15日現在、当社株式6,207,900株（所有割

合（注）29.71%）を所有しております。

人的関係

公開買付者の代表取締役社長である武田宣氏は、当

社の取締役会長を兼任しております。

また、公開買付者の完全親会社であるＣＣＣ及びＣ

ＣＣの連結子会社より当社に対し、取締役計２名が

派遣されております。

取引関係

該当事項はありません。

なお、当社は、公開買付者の完全親会社であるＣＣ

Ｃに対して、商品の供給を行っております。また、

当社は、ＣＣＣから一部の店舗について賃借を受け

ております。

関連当事者への該当状況

当社は、公開買付者の完全親会社であるＣＣＣの持

分法適用関連会社であり、公開買付者は当社のその

他の関係会社の子会社に該当します。

（注）所有割合は、当社が平成30年３月31日現在の当社の発行済株式総数（20,918,252株）から、当社が所有

する自己株式数（24,079株）を控除した株式数（20,894,173株）を分母として計算しております。

 

２．買付け等の期間

　平成30年５月16日（水曜日）から平成30年６月26日（火曜日）まで（30営業日）

 

３．買付け等の価格

　普通株式１株につき、金1,230円
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４．買付予定の株券等の数

買付予定数 14,686,273株

買付予定数の下限 7,721,500株

買付予定数の上限 －株

 

５．決済の開始日

　平成30年７月３日（火曜日）

 

６．本公開買付けの結果について

　公開買付者による本公開買付けが平成30年６月26日をもって終了し、公開買付者より、本公開買付けにおい

て、応募株券の総数（13,548,187株）が買付予定数の下限（7,721,500株）以上となり、本公開買付けは成立し

たことから、応募株券の全部の買付けを行う旨の報告を受けました。

　本公開買付けにおいては、13,548,187株の応募があったものの、公開買付者は本公開買付けにより、当社株式

の全てを取得できなかったことから、適用法令に従い、当社株式の全てを取得することを予定しているとのこと

です。

　その結果、当社株式は東京証券取引所の上場廃止基準に従い、所定の手続きを経て上場廃止となる予定です。

上場廃止後は、当社株式を東京証券取引所において取引することはできません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】
 

　該当事項はありません。

 

【借入金等明細表】
 

区分
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 300 300 0.5 －

１年以内に返済予定の長期借入金 7,343 6,183 0.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 1,437 1,300 0.7 －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 18,227 12,144 0.5
平成31年４月１日～

平成35年９月29日

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 2,523 1,357 0.6
平成31年４月30日～

平成34年11月30日

合計 29,831 21,285 － －

（注）１．借入金の平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．リース債務の平均利率については、リース物件のうち、支払利息を利息法により計上している物件に

係るリース債務の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

３．長期借入金及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定

額は以下のとおりであります。

 
１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

長期借入金 5,075 4,182 2,242 428

リース債務 835 444 64 13

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会

計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下のため、連結財務諸表規則第92条の２の規定により

記載を省略しております。

 

（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 29,877 61,397 100,346 126,850

税金等調整前四半期（当期）純利

益又は税金等調整前四半期純損失

（△）（百万円）

△1,195 △1,363 4,537 3,090

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△）

（百万円）

△1,119 △1,319 2,923 1,741

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）（円）

△59.27 △66.32 144.52 85.38

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）（円）
△59.27 △9.58 203.06 △56.58
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 15,621 15,091

受取手形 3 0

売掛金 5,088 4,153

商品 9,909 9,497

貯蔵品 445 486

前払費用 552 550

繰延税金資産 745 631

関係会社短期貸付金 1,310 1,290

未収入金 ※４ 2,688 ※４ 2,340

その他 ※４ 483 ※４ 206

流動資産合計 36,847 34,249

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※１ 3,315 ※１ 2,883

構築物 181 150

機械及び装置 113 81

工具、器具及び備品 1,874 1,398

土地 ※１ 4,977 ※１ 4,977

リース資産 2,438 1,476

建設仮勘定 16 0

有形固定資産合計 12,919 10,968

無形固定資産   

電話加入権 134 72

借地権 442 442

商標権 20 10

ソフトウエア 1,013 729

ソフトウエア仮勘定 － 44

無形固定資産合計 1,611 1,299

投資その他の資産   

投資有価証券 ※１ 1,082 ※１ 1,166

関係会社株式 2,183 1,405

長期貸付金 39 30

長期前払費用 122 93

繰延税金資産 1,528 1,110

敷金及び保証金 7,452 6,673

仕入先長期積立金 100 100

破産更生債権等 1 1

その他 45 45

貸倒引当金 △51 △46

投資その他の資産合計 12,504 10,579

固定資産合計 27,034 22,847

資産合計 63,881 57,097
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成29年３月31日)
当事業年度

(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

支払手形 1,989 1,289

買掛金 ※４ 6,889 ※４ 5,188

1年内返済予定の長期借入金 7,243 6,083

リース債務 956 880

未払金 ※４ 1,323 ※４ 1,315

未払費用 2,141 1,957

未払法人税等 552 746

未払消費税等 197 586

前受金 54 83

預り金 207 247

賞与引当金 827 668

役員賞与引当金 － 8

店舗閉鎖損失引当金 142 1

設備関係支払手形 108 33

資産除去債務 80 6

その他 21 12

流動負債合計 22,736 19,107

固定負債   

長期借入金 ※１ 18,227 ※１ 12,144

リース債務 1,753 839

退職給付引当金 3,534 3,697

商品保証引当金 286 259

資産除去債務 126 128

その他 513 435

固定負債合計 24,441 17,504

負債合計 47,178 36,611

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,852 3,903

資本剰余金   

資本準備金 2,419 3,471

その他資本剰余金 184 184

資本剰余金合計 2,604 3,655

利益剰余金   

利益準備金 150 150

その他利益剰余金   

買換資産圧縮積立金 5 5

別途積立金 9,645 9,645

繰越利益剰余金 1,211 2,830

利益剰余金合計 11,013 12,631

自己株式 △12 △12

株主資本合計 16,457 20,178

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 246 307

評価・換算差額等合計 246 307

純資産合計 16,703 20,485

負債純資産合計 63,881 57,097
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当事業年度
(自　平成29年４月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 123,907 ※４ 112,476

売上原価 ※４ 77,248 ※４ 67,491

売上総利益 46,659 44,985

販売費及び一般管理費 ※１,※４ 48,478 ※１,※４ 42,743

営業利益又は営業損失（△） △1,819 2,241

営業外収益   

受取利息 ※４ 37 ※４ 34

受取配当金 ※４ 254 ※４ 433

仕入割引 36 39

その他 164 ※４ 201

営業外収益合計 493 708

営業外費用   

支払利息 132 126

支払手数料 72 44

その他 14 40

営業外費用合計 219 211

経常利益又は経常損失（△） △1,544 2,738

特別利益   

抱合せ株式消滅差益 ※５ 109 －

固定資産売却益 ※２ 6 ※２ 9

投資有価証券売却益 6 －

受取補償金 5 －

店舗閉鎖損失引当金戻入額 － 47

関係会社株式売却益 － ※６ 722

特別利益合計 126 779

特別損失   

固定資産除却損 ※３ 170 ※３ 113

減損損失 808 433

店舗閉鎖損失引当金繰入額 216 11

投資有価証券売却損 2 －

リース解約損 9 17

特別損失合計 1,206 575

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △2,625 2,942

法人税、住民税及び事業税 327 636

法人税等調整額 △864 508

法人税等合計 △536 1,145

当期純利益又は当期純損失（△） △2,088 1,797
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【売上原価明細書】

 

  
前事業年度

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

当事業年度
（自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ 商品期首たな卸高  11,683  9,909  

Ⅱ 当期商品仕入高  72,865  64,547  

Ⅲ 当期外注加工費  3,781  3,479  

合計  88,330  77,936  

他勘定振替高 ※１ 1,173  947  

商品期末たな卸高  9,909  9,497  

売上原価  77,248 100.0 67,491 100.0

 

 （注）※１．他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

販売費及び一般管理費   

販売促進費 310百万円 220百万円

事務用消耗品費 60 41

その他 802 685

計 1,173 947
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
買換資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,852 2,419 184 2,604 150 6 9,645 3,656 13,459

当期変動額          

剰余金の配当        △357 △357

当期純損失（△）        △2,088 △2,088

買換資産圧縮積立金の
取崩

     △0  0 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 － － － － － △0 － △2,445 △2,446

当期末残高 2,852 2,419 184 2,604 150 5 9,645 1,211 11,013

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △12 18,903 186 186 19,089

当期変動額      

剰余金の配当  △357   △357

当期純損失（△）  △2,088   △2,088

買換資産圧縮積立金の
取崩

 －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  60 60 60

当期変動額合計 － △2,446 60 60 △2,386

当期末残高 △12 16,457 246 246 16,703
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当事業年度（自　平成29年４月１日　至　平成30年３月31日）

        (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 
買換資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 2,852 2,419 184 2,604 150 5 9,645 1,211 11,013

当期変動額          

新株の発行 1,051 1,051  1,051      

剰余金の配当        △178 △178

当期純利益        1,797 1,797

自己株式の取得          

買換資産圧縮積立金の
取崩

     △0  0 －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

         

当期変動額合計 1,051 1,051 － 1,051 － △0 － 1,618 1,618

当期末残高 3,903 3,471 184 3,655 150 5 9,645 2,830 12,631

 

     

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本
合計

その他有価
証券評価
差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △12 16,457 246 246 16,703

当期変動額      

新株の発行  2,103   2,103

剰余金の配当  △178   △178

当期純利益  1,797   1,797

自己株式の取得 △0 △0   △0

買換資産圧縮積立金の
取崩

 －   －

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

  60 60 60

当期変動額合計 △0 3,721 60 60 3,782

当期末残高 △12 20,178 307 307 20,485
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

　該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

イ．子会社株式・・・移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

　時価のあるもの・・・事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）

　時価のないもの・・・移動平均法による原価法

（2）たな卸資産の評価基準及び評価方法

イ．商品・・・主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）

ロ．貯蔵品・・・最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

（3）デリバティブ取引により生ずる債権及び債務の評価基準及び評価方法

　時価法

 

２．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)並びに平成28年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物　　　２～50年

　工具、器具及び備品　２～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）

イ．自社利用のソフトウエア・・・社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

ロ．その他の無形固定資産・・・定額法を採用しております。

（3）リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

　従業員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

（3）役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

（4）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしております。

　過去勤務費用は、発生時に一括処理しております。

（5）商品保証引当金

　販売商品の保証に基づく修理費用の支出に備えるため、過去の実績に基づき将来の保証見込額を計上して

おります。

（6）店舗閉鎖損失引当金

　店舗の閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、将来の損失見込額を計上しております。
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４．ヘッジ会計の方法

（1）ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、金利スワップについては特例処理の条件を充たしている場合

には特例処理を採用しております。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ対象とヘッジ手段は以下のとおりであります。

　ヘッジ手段・・・金利スワップ

　ヘッジ対象・・・借入金

（3）ヘッジ方針

　当社の社内規程に基づき、金利変動リスクをヘッジしております。

（4）ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。ただし、特例処理によっ

ている金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（1）退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結財務諸表におけるこれらの会計処理の

方法と異なっております。

（2）繰延資産の処理方法

　株式交付費・・・支出時に全額費用処理しております。

（3）消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

　該当事項はありません。

 

（追加情報）

（厚生年金基金の解散について）

　当社が加入する「東京実業厚生年金基金」は、平成28年７月20日に開催された代議員会での解散決議に基づき

解散認可を申請し、厚生労働省より平成28年９月30日付で基金解散が認可されました。なお、基金の解散による

負担額はありません。

 

（貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

建物 224百万円 207百万円

土地 2,806 2,806

投資有価証券 4 3

計 3,034 3,017

 

　担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

長期借入金 3,944百万円 3,943百万円
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２．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行16行とコミットメントライン契約を締結しておりま

す。当該契約に基づく事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

コミットメントの総額 10,000百万円 10,000百万円

借入実行残高 － －

差引額 10,000 10,000

 

３．保証債務

　次の関係会社について、取引先への仕入債務に対し債務保証を行っております。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

株式会社キタムラトレードサービス 500百万円 500百万円

 

 

※４．関係会社に対する金銭債権、債務

　関係会社に対する金銭債権又は金銭債務には区分掲記されたもののほか次のものがあります。

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
当事業年度

（平成30年３月31日）

短期金銭債権 199百万円 176百万円

短期金銭債務 386 408

 

（損益計算書関係）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　なお、販売費に属する費用のおおよその割合は、前事業年度19％、当事業年度18％、一般管理費に属する費用

のおおよその割合は、前事業年度81％、当事業年度82％であります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
　　至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
　　至　平成30年３月31日）

給料及び手当 17,312百万円 15,620百万円

退職給付費用 510 485

賞与引当金繰入額 827 668

役員賞与引当金繰入額 － 8

役員退職慰労引当金繰入額 13 －

支払手数料 5,187 4,866

賃借料 8,762 7,920

減価償却費 2,426 2,202

 

※２．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

機械及び装置 6百万円 9百万円

工具、器具及び備品 0 －

計 6 9
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※３．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

建物 76百万円 20百万円

構築物 15 7

機械及び装置 0 0

工具、器具及び備品 46 36

ソフトウエア 0 33

店舗撤去費用等 31 15

計 170 113

 

※４．関係会社との主な取引高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

当事業年度
（自　平成29年４月１日
至　平成30年３月31日）

営業取引による取引高   

　　売上高 －百万円 90百万円

　　仕入高 6,924 6,011

　　販売費及び一般管理費 385 430

営業取引以外の取引による取引高 266 442

 

※５．抱合せ株式消滅差益

　前事業年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

　抱合せ株式消滅差益は、平成28年４月１日付にて、当社が連結子会社でありました株式会社キタムラビジネ

スソリューションを吸収合併したことに伴い発生した額を計上しております。

 

　当事業年度（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

　該当事項はありません。

 

※６．関係会社株式売却益

　前事業年度（自平成28年４月１日　至平成29年３月31日）

　該当事項はありません。

 

　当事業年度（自平成29年４月１日　至平成30年３月31日）

　関係会社株式売却益は、当社連結子会社であった株式会社キタムラメディカルの全株式を譲渡したものであ

ります。

 

（有価証券関係）

　子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は1,405百万円、前事業年度の貸借対照表計上額は2,183百万円）

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
 

当事業年度

（平成30年３月31日）

繰延税金資産    

賞与引当金 253百万円 203百万円

未払事業税 69  71

退職給付引当金 1,078  1,127

減価償却一括償却資産 6  3

棚卸資産評価損 27  7

長期未払金 116  100

商品保証引当金 87  79

減損損失 224  260

資産除去債務 38  39

繰越欠損金 679  297

店舗閉鎖損失引当金 71  2

その他 100  99

繰延税金資産小計 2,754  2,292

評価性引当額 △327  △376

繰延税金資産合計 2,426  1,916

繰延税金負債    

固定資産圧縮積立金 △2  △2

その他有価証券評価差額金 △45  △68

土地評価差額 △96  △96

除去債務資産 △8  △6

繰延税金負債合計 △152  △174

繰延税金資産の純額 2,273  1,742

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成29年３月31日）
 

当事業年度

（平成30年３月31日）

法定実効税率 －  30.7％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 －  0.1

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －  △4.3

住民税均等割額等 －  10.6

評価性引当額 －  1.7

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 －  0.1

その他 －  0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率 －  38.9

（注）前事業年度は、税引前当期純損失を計上しているため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

　事業分離

（子会社株式の譲渡）

　当社は、平成29年９月28日開催の取締役会において、当社が100％出資する連結子会社、株式会社キタムラメ

ディカルの全株式を、富士フイルムメディカル株式会社に譲渡することを決議及び譲渡契約を締結し、平成29年

10月31日に株式譲渡いたしました。

　なお、詳細につきましては、「第５ 経理の状況１ 連結財務諸表等（１）連結財務諸表注記事項（企業結合等

関係）」をご参照ください。

 

（重要な後発事象）

（当社に対する公開買付け）

　当社は、平成30年５月15日開催の取締役会において、CKホールディングス株式会社（以下「公開買付者」とい

います。）による当社の普通株式（以下「当社株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付

け」といいます。）に関して賛同の意見を表明するとともに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けに応募

することを推奨する旨の決議をいたしました。

　なお、当該取締役会決議は、公開買付者及びその完全親会社であるカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式

会社が本公開買付け及びその後の一連の手続を経て、当社株式全てを取得することを企図していること及び当社

株式が上場廃止となる予定であることを前提として行われたものです。

　本公開買付けは、平成30年６月26日に成立し、応募株券については、平成30年７月３日に決済が開始されるこ

とが予定されております。

　詳細につきましては、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　（１）連結財務諸表　注記事項　（重要な

後発事象）」をご参照ください。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

区分 資産の種類
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
（百万円）

差引当期末
残高

（百万円）

有

形

固

定

資

産

建物 11,160 171
540

(165)
10,791 7,907 418 2,883

構築物 1,482 5
52

(5)
1,436 1,285 22 150

機械及び装置 870 20
47

(11)
843 761 41 81

工具、器具及

び備品
6,559 84

562

(89)
6,081 4,682 433 1,398

土地 4,977 － － 4,977 － － 4,977

リース資産 4,353 －
445

(92)
3,908 2,432 855 1,476

建設仮勘定 16 － 16 0 － － 0

計 29,420 282
1,664

(365)
28,038 17,069 1,771 10,968

無

形

固

定

資

産

電話加入権 134 －
62

(62)
72 － － 72

借地権 442 － － 442 － － 442

商標権 102 － 0 101 91 10 10

ソフトウエア 2,212 147 480 1,878 1,148 398 729

ソフトウエア

仮勘定
－ 44 － 44 － － 44

計 2,891 191
543

(62)
2,539 1,240 408 1,299

長期前払費用 179 11
42

(4)
148 55 23 93

（注）「当期減少額」の欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。
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【引当金明細表】

科目
当期首残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 51 0 5 46

賞与引当金 827 668 827 668

役員賞与引当金 － 8 － 8

商品保証引当金 286 259 286 259

店舗閉鎖損失引当金 142 11 153 1

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月３１日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月３１日

剰余金の配当の基準日 ３月３１日、９月３０日

１単元の株式数 １００株

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所

（特別口座）

大阪市中央区北浜四丁目５番33号

三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

三井住友信託銀行株式会社

取次所 　――――――

買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載URL

http://www.kitamura.co.jp

株主に対する特典

平成30年３月31日現在、100株（１単元）以上所有の株主様に対し、株主

ご優待券を贈呈いたします。

 株主優待券
スタジオマリオ無料お試し券

（撮影料＋4切写真台紙付き1枚）

  100株以上 1,000株未満 1,000円分 1枚

 1,000株以上10,000株未満 5,000円分 1枚

10,000株以上 10,000円分 1枚

この株主ご優待券は、全国の「カメラのキタムラ」、「スタジオマリオ」

の取扱商品に対してご利用いただけます。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第83期）（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）平成29年６月21日四国財務局長に提出

(2）内部統制報告書及びその添付書類

　平成29年６月21日四国財務局長に提出

(3）四半期報告書及び確認書

　（第84期第１四半期）（自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日）平成29年８月14日四国財務局長に提出

　（第84期第２四半期）（自　平成29年７月１日　至　平成29年９月30日）平成29年11月14日四国財務局長に提出

　（第84期第３四半期）（自　平成29年10月１日　至　平成29年12月31日）平成30年２月14日四国財務局長に提出

(4）臨時報告書

　平成29年９月28日四国財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号及び第19号（提出会社及び連結会社の財政状態、経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に著しい影響を与える事象）に基づく臨時報告書であります。

　平成30年６月27日四国財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（親会社及び主要株主の異動）に基づく臨時報

告書であります。

(5）有価証券届出書（第三者割当及び株式売出し）及びその添付書類

　平成29年５月15日四国財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

  平成30年６月28日

株式会社キタムラ   

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮木　直哉　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 寺田　　裕　　印

 

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社キタムラの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社キタムラ及び連結子会社の平成30年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年5月15日開催の取締役会において、CKホールディングス株式

会社による会社の普通株式に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、会社の株主に対し、公開買付けへの応

募を推奨することを決議した。なお、本公開買付けは平成30年６月26日に成立している。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

EDINET提出書類

株式会社キタムラ(E03247)

有価証券報告書

88/90



＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社キタムラの平成30年

３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社キタムラが平成30年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

 

（注）１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、
その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が連結財務諸表及び内部統制報告書に添付する形で別途保管してお
ります。
２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

 

  平成30年６月28日

株式会社キタムラ   

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任 あずさ監査法人  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 宮木　直哉　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 寺田　　裕　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いる株式会社キタムラの平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第84期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。
 
財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見
　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社
キタムラの平成30年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
 
強調事項
　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成30年5月15日開催の取締役会において、CKホールディングス株式
会社による会社の普通株式に対する公開買付けに賛同の意見を表明するとともに、会社の株主に対し、公開買付けへの応
募を推奨することを決議した。なお、本公開買付けは平成30年６月26日に成立している。
　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
（注）１．上記は、当社（有価証券報告書提出会社）が、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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